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１ 評価対象法人の概要 

（１） 法人名等 山形県公立大学法人  理事長 鈴木 道子 

  山形県米沢市通町六丁目１５番１号 

（２） 設立年月日 平成２１年４月１日 

（３） 設立団体 山形県 

（４） 出資金の総額 2，053，160，000 円 （平成２９年４月１日時点） 

（５） 中期計画の期間 平成２７年度から平成３２年度まで（６年間） 

（６） 目的及び業務   

 ア 目 的   

 地方独立行政法人法に基づき、大学を設置し、及び管理することにより、豊かな教養に裏付けられた専門的な知識と技術・技能を身

に付け、広く社会で活躍する人材を育成するとともに、地域に根ざした大学として真理の探究と知の創造に努め、もって地域ひいては社

会全体の持続的な発展に寄与することを目的とする。 

 イ 業 務 

（ア） 大学を設置し、これを運営すること。 

（イ） 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

（ウ） 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の者との連携による教育研究活動を行

うこと。 

（エ） 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。 

（オ） 大学における教育研究の成果の普及及び活用を通じ、地域社会に貢献すること。 

（カ） 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 

 

２ 評価の実施根拠法 

   地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第 78条の２第１項 

 

３ 評価の対象 

   平成２９年度における山形県公立大学法人の年度計画に対する実績の状況 

    ※年度計画・・・中期計画に基づき、当該年度における業務運営に関する計画を定めたもの 
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４ 評価の趣旨及び評価者 

（１） 評価の趣旨 

 地方独立行政法人法の規定に基づき、山形県公立大学法人が、個性と特色のある大学運営を行い、学生にとって魅力ある大学とし

てその存在価値を高めていくため、教育の質の向上や業務の効率化等について自主的・継続的な見直し及び改善を促すことを目的に

山形県公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が業務の実績評価を行う。 

（２） 評価委員会  

  氏  名 役  職  等  

 
委員長 阿 部 宏 慈 国立大学法人山形大学理事(兼)副学長 

 

 
委員長代理 中 條 明 夫 一般社団法人山形県医師会副会長 

 

 
委   員 井 上 榮 子 前山形県立米沢東高等学校校長 

 

 
委   員 澤 邉 みさ子 東北公益文科大学公益学部教授 

 

 
委   員 武 田 靖 子 株式会社ジョインセレモニー常務取締役 

 

 
委   員 野 﨑 由紀子 野﨑由紀子公認会計士事務所所長 

 

 
委   員 矢 口   瞳 医療法人社団小白川至誠堂病院管理栄養士 

 

 
委   員 山 下 英 俊 国立大学法人山形大学医学部長 
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５ 評価基準 

山形県公立大学法人事業年度評価実施要領 

第１ 趣旨 

地方独立行政法人法第 78 条の２第１項の規定に基づき山形県公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が行う公立大学法人

（以下「法人」という。）の各事業年度における業務の実績に関する評価（以下「事業年度評価」という。）を適切に行うため、評価の実施に関し必要

な事項を定める。 

 

第２ 評価の基本的な考え方 

１ 法人が適正かつ効率的に運営されるよう、法人の業務運営の改善・向上に資する観点から評価を行うものとする。 

２ 法人の業務が自主的・効果的に実施されるよう、より魅力ある大学とするための特色ある取組や工夫に対し積極的に評価を行うものとする。 

３ 法人運営の透明性の確保に資するよう、法人の中期目標・中期計画達成に向けた取組の成果や進捗状況を明確に示すものとする。 

 

第３ 事業年度評価の実施方法 

評価委員会は、法人による自己評価を踏まえ「項目別評価」及び「全体評価」による評価を行う。 

１ 法人による自己評価 

法人は、業務実績報告書において、当該事業年度の業務の実績に基づき次の方法により自己評価を行う。 

（１）小項目別評価 

法人は、年度計画の記載事項（小項目）ごとに、当該事業年度における業務の実績を明らかにするとともに、中期計画の第２から第６までの項

目についてその実施状況を次の４段階により自己評価を行う。 

なお、実績が年度計画で定めた目標に達していない場合は、その理由及び次年度以降の見通しを併せて報告する。 

Ｓ：年度計画を上回って実施している。 

Ａ：年度計画を十分に実施している。 

Ｂ：年度計画を十分には実施していない。 

Ｃ：年度計画を実施していない。 

（２）大項目別評価 

法人は、小項目別評価の結果を踏まえ、中期計画の第２から第６までの大項目ごとに、当該事業年度における中期計画の進捗状況について、

記述式により自己評価を行う。 
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（３）その他の実績 

中期計画の第７以降に対応する事項については業務の実績を記載することとし、業務の実績と年度計画で定めた内容に乖離がある場合はそ

の理由を併せて記載する。 

（４）全体評価 

法人は、大項目別評価の結果を踏まえ、当該事業年度における業務実績の全体について、記述式により総合的な自己評価を行う。 

 

２ 評価委員会による評価 

（１）調査・分析 

評価委員会は、法人から提出された業務実績の報告を基に、法人から聴取等を行うことにより、業務の実績について調査・分析を行い、年度

計画の記載事項ごとに自己評価や計画設定の妥当性を含めて、総合的に検証する。法人による自己評価と評価委員会の判断が異なる場合は、

その理由等を示す。 

（２）項目別評価（大項目別評価） 

評価委員会は、調査・分析の結果を踏まえ、中期計画の第２から第６までの項目ごとに、中期目標・中期計画の達成に向けた業務の進捗状

況の５段階評価を行うとともに、その評価理由を明らかにする。 

５：中期目標・中期計画の達成に向けて特筆すべき進捗状況にある。 

４：中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいる。 

３：中期目標・中期計画の達成に向けておおむね順調に進んでいる。 

２：中期目標・中期計画の達成のためにはやや遅れている。 

１：中期目標・中期計画の達成のためには重大な改善事項がある。 

なお、第２の大学の教育研究等の質の向上に関する事項については、その特性に配慮し、専門的な観点からの評価は行わず、事業の外形的

な進捗状況の評価を行う。 

 

【評価の目安】 

５段階評価を行うにあたっては、次の基準を目安として法人を取り巻く諸事情を勘案し総合的に判断する。 

「５」と評価する場合 

・小項目別評価がすべてＳ又はＡであり、かつ、中期目標・中期計画の達成に向けて特筆すべき進捗状況にあると評価委員会が特に認め

る場合 

「４」と評価する場合 

・小項目別評価がすべてＳ又はＡの場合 
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「３」と評価する場合 

・小項目別評価におけるＳ又はＡの割合が９割以上の場合 

「２」と評価する場合 

・小項目別評価におけるＳ又はＡの割合が９割に満たない場合 

「１」と評価する場合 

・中期目標・中期計画の達成のためには重大な改善事項があると評価委員会が特に認める場合 

 

（３）全体評価 

評価委員会は、項目別評価の結果を踏まえ、当該事業年度における業務実績の全体について、記述式により総合的な評価を行う。 

また、必要がある場合は、法人に対する業務運営の改善その他の勧告事項を記載する。 

 

第４ 評価結果の公表 

評価の結果は、法人への通知及び設立団体の長への報告を行なうとともに、県のホームページへの掲載により公表する。 

 

第５ その他 

この要領に定めるもののほか、評価の実施に関して必要な事項は、評価委員会が別に定める。 
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６ 評価結果 

（１） 全体評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 業務運営の改善その他勧告事項 

 

 

 

全体として、年度計画に定めたほとんどの実施項目は着実に実施されている。 

数値的には、今回評価した小項目 127 項目中、年度計画を上回っている（Ｓ評価）項目が６項目（4.7%）、年度計画を十分に

実施している（Ａ評価）項目が 120項目（94.5%）、年度計画を十分に実施していない（Ｂ評価）項目が１項目（0.8%）となって

おり、一定の成果を達成している。（年度計画を実施していない（Ｃ評価）項目は０項目） 

教育研究等の質の向上に関しては、教育の内容・成果・実施体制については、両大学とも授業評価アンケート等を実施し、教

育内容の充実や教育環境の改善に向け取り組むなど、計画どおり実施されている。 

また、学生の確保については、両大学ともＳＮＳ（ソーシャルネットワークサービス）を活用した情報発信を開始しており、

時代に即した取組みが行われている。 

学生支援の充実については、米沢栄養大学においては、キャリア支援策や国家試験対策が効果的に行われた結果、管理栄養士

の国家試験の合格率１００％、就職率１００％を達成し、また、米沢女子短期大学においては、朝学習会の実施など、キャリア

支援計画上の事業の確実な実施により、希望者の編入学率１００％を達成したことは、高く評価できる。 

業務運営の改善及び効率化、財務内容の改善、自己点検・評価・情報の提供に関しては、着実に実施されている。 

その他の業務運営に関しては、ハラスメントの発生防止・排除に向けた取組みを行ったものの、ハラスメント事案が発生した

ことは遺憾である。研修等のさらなる充実などによる再発防止を徹底していただきたい。 

その他、今後の年度計画、実績及び評価について、客観的に評価できるよう、検討結果や取組みの成果を具体的に示す等、 

県民にとってわかりやすいものになることを望みたい。 

 

特に改善勧告を要する事項はない。に改善 
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（３） 項目別評価（大項目別評価） 

第 ２
の １ 

山形県立米沢栄養大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成

するためにとるべき措置 
評価 ４ 

中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

 教育の内容・成果・実施体制については、授業評価アンケート等を実施し、教育内容の充実や教育環境の改善に向け取り組むなど、計画ど

おり実施されている。 

学生の確保については、ＳＮＳの活用等による積極的な情報発信などにより、入試形態ごとの志願者倍率の目標を上回って達成したことに

ついて、高く評価できる。 

学生支援の充実については、キャリア支援策や国家試験対策が効果的に行われた結果、管理栄養士の国家試験の合格率１００％、就職率 

１００％を達成したことについて高く評価できる。 

高等学校との連携については、県内外の高校での模擬授業や出前講座の積極的な実施により、本学設置趣旨について理解を深め、受験生確

保に努めた。 

小項目別評価はすべてＡ以上であり、年度計画の目標を十分に実施しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると

評価する。 

 

※主な意見 

 オープンキャンパスの参加人数が過去最多となっているので、S評価で良いのではないか。（連番 18） 

 国家試験合格率 100％という結果は、支援策が効果的に行われた素晴らしい成果である。（連番 29） 

 初の卒業生が、国家試験に 100％合格し、その結果として就職率 100％を達成したことは高く評価できる。（連番 30） 

 県内外高校での模擬授業や出前講座が積極的に開催されており、継続していただきたい。（連番 42） 

 

小項目評価集計表（第２の１） 

 

 

 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ５ ４１ ０ ０ ４６ 

構成割合 10.９％ 89.１％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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第 ２
の ２ 

山形県立米沢女子短期大学の教育研究等の質の向上に関する目標を

達成するためにとるべき措置 
評価 ４ 

中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

 教育の内容・成果・実施体制については、授業評価アンケート等を実施し、教育内容の充実や教育環境の改善に向け取り組むなど、計画ど

おり実施されている。 

学生の確保については、ＳＮＳを活用して入試日程等を発信しており、時代に即した取組みを行っている。 

学生への支援については、朝学習会の実施など、キャリア支援計画上の事業の確実な実施により、希望者の編入学率１００％を達成したこ

とは、高く評価できる。 

教育研究成果の地域への還元については、「よねたんマル得活用ブック」の配布等により、地域貢献活動の広報を行った結果、地域の公開

講座への参加者や共同研究研修の件数が増加するなど、地域との連携促進が図られている。 

小項目別評価がすべてＡ以上であり、年度計画の目標を十分に実施しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると

評価する。 

 

※主な意見 

 ホームページには、オープンキャンパスの概要だけでなく、具体的に何ができるか何が得られるのかを記載いただきたい。（連番 65） 

 障がい者対応は、学生確保や在学生のインクルーシブ教育にもつながる。大学の対応力を広く周知してはどうか。（連番７１） 

 希望者の編入学率 100％を達成したことは、新たな朝学習会などの支援の成果であり、高く評価できる。（連番 78） 

 

小項目評価集計表（第２の２） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 １ 49 ０ ０ 50 

構成割合 ２.０％ 98.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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第３ 
業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措

置 
評価 ４ 

中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

業績評価制度の構築に関する目標については、米沢栄養大学においては、業績評価の結果を教員の処遇に反映させ、米沢女子短期大学にお

いては、業績評価の本格実施が行われている。 

小項目別評価もすべてＡ以上であり、年度計画の目標を達しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると評価する。 

 

小項目評価集計表（第３） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ 12 ０ ０ 12 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

 

第４ 
財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置 

評価 ４ 
中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

自己収入の確保については、外部資金獲得を目指す教員への助成やセミナー等の実施を通した有用情報の提供により、外部資金の獲得を推

進している。 

小項目別評価もすべてＡ以上であり、年度計画の目標を達しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると評価する。 

 

小項目評価集計表（第４） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ ７ ０ ０ ７ 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 
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第５ 
自己点検、評価及び情報の提供等に関する目標を達成するためにとるべ

き措置 
評価 ４ 

中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでい 

る。 

（評価理由等） 

情報公開の推進に関する目標については、大学の運営の透明性の確保のため法人情報の積極的な情報公開に努めるとともに、新たにＳＮＳ

を活用し、多様な媒体を活用した情報発信・広報活動に努めている。 

小項目別評価もすべてＡ以上であり、年度計画の目標を達しているものと認められることから、全体として、順調に進んでいると評価する。 

 

小項目評価集計表（第５） 

 

 

 

 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ ４ ０ ０ ４ 

構成割合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

 

第６ 
その他の業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置 

評価 ３ 
中期目標・中期計画の達成に向けておおむね順調に

進んでいる。 

（評価理由等） 

人権に関する目標については、ハラスメントの発生防止・排除に向けた呼び掛けや研修を実施したものの、ハラスメント事案が発生したこ

とは遺憾である。研修等のさらなる充実などによる再発防止を徹底していただきたい。 

小項目別評価ではＡが構成割合の９割を下回っているが、Ｂは１項目であり、安全管理や法令順守に関する目標については、十分な取組み

が行われていることなどを、総合的に勘案し、全体として、おおむね順調に進んでいると評価する。 

※主な意見 

 難しい問題であるが、事案が事案であり、発生してしまったということについては、それなりの重い評価がなされるべきではないかと思う。もちろん取 

組みを一生懸命やっていただいたことは評価できるが、Ｂ評価とせざるを得ないのではないか。（連番 123） 

小項目評価集計表（第６） 
 

評  価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個  数 ０ ７ １ ０ ８ 

構成割合 0.0％ 87.５％ 12.5％ 0.0％ 100.0％ 

 



 

- 11 - 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

山形県公立大学法人 

平成２９年度 実績に関する評価 
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第２の１　山形県立米沢栄養大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

１　教育に関する目標を達成するための措置
(1) 教育の内容及び成果

　豊かな人間性と、幅広く深い教養と
知識のうえに、栄養に関する高度な専
門知識と専門技術を身に付けた国際
的な視野を有する人材を育成する教
育を全教員の共通認識のもと展開す
る。
　また、教育の成果として、保健・医
療・福祉・介護など多様な分野におい
て活躍でき、地域住民の健康づくりを
担い、国・県・市町村などの栄養政策
を牽引できる管理栄養士や学校にお
ける食育推進の中核的な役割を担う
栄養教諭を輩出するなど、県内各界
において食を通じた健康づくりを担い、
広い視野を持ちながら、将来的に広く
活躍できる人材を養成するため、教育
に関する諸分野において以下に掲げる
計画を着実に実行する。

　豊かな人間性と、幅広く深い教養
と知識のうえに、栄養に関する高度
な専門知識と専門技術を身に付け
た国際的な視野を有する人材を育
成する教育を全学的に展開する。
　また、教育の成果として、保健・医
療・福祉・介護など、多様な場におい
て活躍できる管理栄養士を養成する
とともに、地域住民の健康づくりを担
い、国・県・市町村などの栄養政策
に関与する管理栄養士を輩出する。
　さらに、学校における食育推進の
中核的な役割を担う栄養教諭を養
成するなど、県内各界において食を
通じた健康づくりを担い、広い視野を
持ちながら、将来的に広く活躍できる
人材を養成する。
　このため、教育に関する諸分野に
おいて以下に掲げる計画を着実に実
行する。

  豊かな人間性と、幅広く深い教養と
知識のうえに、栄養に関する高度な専
門知識と専門技術を身に付けた国際
的な視野を有する人材を育成する教
育を全学的に展開した。
  また、教育の成果として、保健・医
療・福祉・介護など、多様な場におい
て活躍できる管理栄養士を養成すると
ともに、地域住民の健康づくりを担い、
国・県・市町村などの栄養政策に関与
する管理栄養士を輩出できるよう努め
た。
　さらに、学校における食育推進の中
核的な役割を担う栄養教諭を養成す
るなど、県内各界において食を通じた
健康づくりを担い、広い視野を持ちな
がら、将来的に広く活躍できる人材を
養成するため、教育に関する諸分野に
おいて以下に掲げる計画を着実に実
行した。

Ａ

・教育に関する諸分野に
おいて、計画を着実に
実行したか。

Ａ 1

ア　全教員が、それぞれ担当する授業
科目が本学の人材育成のどの部分を
担うのかしっかり理解し教育を行うよ
う、本学の教育研究上の理念と教育
目標の認識と共有を図る。

ア　全教員に対し、本学の教育研究
上の理念と教育目標を周知し、個々
の授業科目が大学の人材育成のど
の部分を担うのかを全教員が共通し
た認識を有して教育に当たることが
できるよう、自己評価改善・ＳＤＦＤ委
員会と連携して研修会を行う。

ア　全教員に対し、本学の教育研究上
の理念と教育目標を周知するととも
に、大学の人材育成における異文化
理解を進め、全教員が共通した認識
を有して教育に当たることができるよ
う、２月に異文化理解に関する研修会
を開催した。

Ａ

・教育の共通認識化を
図るため、自己評価改
善・SDFD委員会と連携
して研修会を実施した
か。 Ａ 2

イ　教育に係る外部評価などの指摘に
対して、具体的かつ早急に改善を図る
とともに、その指摘に係る問題点を組
織的に整理し、恒常的に教育課程や
教育内容の向上につなげる。

イ　外部の評価機関などから指摘さ
れた努力課題等について、自己評
価改善・ＳＤＦＤ委員会を中心にして
問題点を共有し、速やかに改善策を
講ずる。

イ　外部の評価機関等からの指摘はな
かったが、学生の教育環境に問題が
発生した場合、即時に対応出来る体
制の整備について検討を行った。 Ａ

・指摘課題等について、
改善策を講じたか。

Ａ 3

※【補足】は、業務実績について、法人が、補足説明したものです。
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

ウ　学生の成績評価や単位認定、進
級・卒業判定について、より公正かつ
適正な判断を下すことができるよう不
断に検証し、必要に応じて改善を加え
る。

ウ　現在使用している学修指導のた
めのＧＰＡ値が妥当であるかを全学
年の成績でさらに検証し、平成30年
度から新たな指導値の導入に向け
て検討を開始する。
　また、３年次編入学生の卒業研究
履修要件である｢３年前期履修申告
の全必須単位を修得すること｣の妥
当性を検証する。

ウ　平成29年度前期の成績をもとに学
修指導のためのＧＰＡ値と３年次編入
生の事例をもとに、卒業研究履修要件
については、検討の結果、改訂の必要
無しとの結論に至った。また学修指導
のためのＧＰＡ値の見直し作業は、今
後も継続することとした。

Ａ

・ＧＰＡ値が適正である
か検討を加えたか。
・３年次編入学生の卒
業研究履修要件につい
て検討のうえ、妥当性を
検証したか。

Ａ 4

エ　学生が授業に主体的に参加し授
業内容を深く理解できるよう、対話・討
論等、双方向的な授業形態を発展さ
せるとともに、実習・演習の充実など少
人数教育の利点を活かした学習指導
により高い教育効果を得ることができる
よう、教育方法の改善を図る。

エ　本年度から完全実施となる｢臨
地実習｣、｢栄養教育実習｣につい
て、実施のための経費、実習先選
定、事前事後指導、実習先との事前
事後交渉など問題点の抽出を行
い、その必要があれば改善について
検討を行う。

エ　｢臨地実習｣と｢栄養教育実習｣の
実施を通して問題点と希望改善点に
ついて調査し、学生の施設までの移動
に関しては、応分の措置（タクシーの相
乗りなど）をとることとした。

Ａ

・｢臨地実習｣、｢栄養教
育実習｣について、問題
点の抽出を行い、その
改善について検討を
行ったか。

Ａ 5

オ　学生に対し、授業科目ごとに、授
業に対する理解度や要望・興味等に
関するアンケートを実施し、この結果を
活用することにより、必要な改善を図
り、次期の授業に反映させる。

オ　授業評価アンケートを実施し、授
業に対する意識や要望を精査し、次
期の授業に反映させる。
　また、アンケート調査の自由記載
欄を活用し、可能な限り学生に還元
できるように改善を図る。

オ　学生授業評価アンケートを前期７
月、後期１月に実施し、結果を各教員
に配布した。各教員には、自由記載欄
の精査と今後の授業改善への反映を
依頼した。

Ａ

・アンケートを実施し、授
業改善を図ったか。

Ａ 6

カ　教職員に対し、成績評価の厳格化
に関する研修、教育方法の改善及び
学生指導の向上等に関する研修等を
行う。

カ　全教職員を対象に成績評価の
厳格化、教育方法の改善や学生指
導の向上等を目的とした研修会を学
内外の講師により開催する。

カ　外部講師によるメンタルヘルス研
修、ハラスメント対策研修を４月に実施
し、各教員の学生指導の向上を図っ
た。
　また、２月には外部講師による授業
改善ワークショップを行い、ダイバシ
ティを踏まえた授業のあり方を学んだ。

Ａ

・教育方法改善、学生
指導向上等の研修会を
開催したか。

Ａ 7

キ　新学務システムにより一元的に履
修、成績等を管理し、それらを効果的
に活用した履修指導など、きめの細か
い学生指導・支援の一層の充実を図
る。

キ　学生が個人成績や就職情報を
いち早く確認できるシステムの構築
に向けて、その内容及び所要経費な
どを検討する。

キ　成績情報は、学務システムにより
早期に確認できるシステムを確立し
た。
　また、大学の全教職員が学生の就
職状況を簡単に知ることのできるシス
テム運用方法の確立が必要であり、検
討を継続して行うこととした。

Ａ

・学生が個人成績をいち
早く確認できるシステム
の構築に向けて検討し
たか。 Ａ 8
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

(２) 教育実施体制の充実
①　教員の配置

ア　教育効果を最大限に発現できるよ
う、教員の資質や適性、学科の人員数
等を踏まえた適切な教員配置を行う。

ア　大学設置認可申請書に基づき
教員の配置を行い、課題が生じた場
合には、その解消に向け適切に対応
する。

ア　大学設置認可申請書に基づく教
員の配置を行っており、課題は生じな
かった。
　なお、平成29年３月に専任教員１名
退職、29年４月に専任教員１名を新
規採用しており、既に在籍している教
員と共に授業科目の担当を変更した
上で、教員資格審査を受審し｢可｣との
結果を受けている。

Ａ

・教員配置について、適
正に行われているか。

Ａ 9

イ　地域の特性を理解し活躍できる管
理栄養士の養成に資する講義科目を
開講し、教育内容を充実させるため、
必要に応じて外部有識者を効果的に
活用する。

イ　大学設置認可申請書に基づいた
講義を年次に合わせて実施するとと
もに、地域の特性を生かした講義科
目を開講する。
　また、非常勤講師等として地域の
外部有識者の登用を積極的に行う。
　これまでの講義科目の総括を行う
とともに、平成30年度のＡＣ期間後
のカリキュラム構成変更に対応する
教員配置の検討を開始する。

イ　大学設置認可申請書に基づいた
講義を年次に合わせて実施するととも
に、地域の特性を生かした講義科目を
開講している。
　また、非常勤講師等として地域の外
部有識者の登用を積極的に行った。
　平成30年度から食品衛生監視員養
成施設として登録を行うため、これに
対応する教員および教科配置の変更
も行った。
【補足】地域の特性を生かした講
義科目
①山形の食と健康
鷹山公の「かてもの」や地産池消
等、地域特有の食を学ぶ。
②山形の歴史と文化
山形県及び米沢市の歴史と文化を
学ぶ。
【外部の有識者の登用】
①山形の食と健康（山形市在住の
管理栄養士）
②山形の歴史と文化(米沢上杉文化
振興財団）
③臨地実習事前事後指導(臨床栄養
学）：県内中央病院管理栄養士
④臨地実習事前事後指導(公衆栄養
学）：県総合支庁担当者
⑤臨地実習事前事後指導(給食経営
管理論）：県内の歯科医
⑥臨地実習事前事後指導(給食経営
管理論）：市内介護保険施設管理
栄養士

Ａ

・地域の特性を生かした
講義科目を開講した
か。
・外部有識者を登用した
か。
・講義科目の総括を行
い、教員配置の検討を
開始したか。

Ａ 10
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

②　教育環境

ア　学生が自由に意見を述べるために
設置する｢意見箱｣に寄せられた学生
の意見を活かすなど、学生の視点に
立った教育環境の検証及び改善の取
組みを進める。

ア　｢学生の声｣アンケートを前後期の
年２回実施し、学内施設を中心とし
た各施設の保全・管理や、授業等の
改善に活用するため、多くの学生の
意見を把握し、改善に取り組む。

ア　前期・後期の２回、学生の声アン
ケートを実施したところ、いずれも施設
設備、図書館、食堂に関する意見・要
望が多かった。これを受け、関係部署
からの回答を得た後に、学内掲示板
及びホームページ上に掲載し、周知し
た。

Ａ

・アンケートを実施すると
ともに、多くの学生から
意見を把握し、改善に
取り組んだか。 Ａ 11

イ　教育研究機能の充実、学生活動
の支援に資するため、施設設備の現
況調査を実施し、老朽化している米沢
女子短期大学との共有施設や設備の
整備及び改修を計画的に行う。

イ　大学施設内の機器、設備の適切
な維持・管理に努める。完成年度と
なることから、４年間の実績を踏まえ
て、今後の施設整備のあり方につい
て検討を加える。

イ　大学施設内の機器、設備の適切
な維持管理に努めた。また、大学院の
設置認可がおりたことから、これも踏ま
えた施設整備のあり方について検討を
開始した。 Ａ

・機器・設備の適正な維
持管理を行ったか。
・今後の施設整備のあり
方について検討を加え
たか。 Ａ 12

ウ　講義や実験実習が円滑かつ効果
的に行うことができるよう、情報機器、
視聴覚機器、実験実習用備品等の適
切な維持・管理に努めるとともに、計画
的な整備・更新を進める。

ウ　講義用資料作成のために非常勤
講師や教員からの要望の多い情報
機器、事務機器などの整備・更新を
進める。

ウ　講義用資料作成のために非常勤
講師や教員から要望の多い情報機
器、事務機器等の整備・更新ための予
算を要望した。
【補足】予算要望の内容
要望内容としては、H31年度の教職
課程再課程認定の実施に合わせ、
電子黒板等周辺機器の導入計画を
立案した。結果、電子黒板は、短
大と共用という形で導入決定と
なった。

Ａ

・要望の多い情報機器、
事務機器などの整備・
更新を進めたか。

Ａ 13

エ　図書館について、電子書籍の活用
も含めた収蔵図書やレファレンス資料
の充実及び他の図書館との連携強化
による機能の充実を図り、教職員が利
用しやすい環境整備を進めるほか、土
曜日の開館を継続するとともに、開館
時間や開館日について、不断に検証
を行い必要に応じて改善を図る。

エ　学生・教員の利便性向上のた
め、電子書籍や継続書籍の充実を
図る。
　また、土曜日開館と４月講義期間
の開館時間延長の体制を継続する
とともに、開館時間や開館日につい
て、平成29年度前期を含めこれまで
の実績を踏まえて後期に検討する。
　なお、図書館内の環境整備につい
ては、利用者の声などを踏まえて検
討する。

エ　電子書籍は学生の希望に基づい
て、継続書籍は厚生労働省の各種基
準などの変更に対応できるよう選定を
行い、書籍の充実を図った。土曜日開
館と４月講義期間の開館時間延長の
体制は継続。また試験的に前期試験
期間の開館時間延長を行ったところ、
その利用実績から次年度以降も実施
することが望ましいとの結論に至った。

Ａ

・書籍の充実を図った
か。
・図書館内の環境整備
について、利用者の声
などを踏まえて検討した
か。 Ａ 14
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

(３) 学生の確保
ア　年度計画において入試形態ごとの
志願者倍率の目標を設定し、大学の
アドミッション・ポリシーに合致した学生
を確保する。

ア　県内出身者をはじめとする志願
者の確保に向け、以下の方策に取り
組み、次の入試形態ごとの目標を達
成するよう努める。
　・一般入試
　　　志願者倍率　４．６倍
　・推薦入試(社会人入試を含む)
　　　志願者倍率　２．０倍
　・編入学試験
　　　志願者実質倍率　1．５倍

ア　下記に記載の取組みの結果、入
試形態ごとの志願者倍率の目標を上
回って達成した。
　・一般入試
　　　志願者倍率　６．６倍
　・推薦入試
　　　志願者倍率　２．１倍
　・編入学試験
　　　志願者実質倍率　２．０倍

Ｓ

・入試形態ごとの目標を
達成するよう努めたか。

Ｓ 15

イ　入試状況や入学者の追跡調査結
果等の分析とともに、志願者確保のた
めの広報活動について不断に検証を
行い、その充実を図る。

イ　アドミッション・ポリシーを踏まえた
上で、入学時のプレイスメントテストの
結果やＧＰＡとの入試形態の関連性
並びに入学者アンケートの結果を整
理しながら、引き続き入試制度の検
証を行う。
　また、平成30年度入試の試験内
容変更に伴い、その試験結果を入
試制度の評価及び分析に反映させ
る。

イ　左記計画に加え、平成32年度から
の全国的な大学入試制度改革への対
応も含めながら、現行入試制度の検
証を行い、改革の方向性について議
論を行った。また、平成30年度入試の
試験内容変更に伴い、その試験結果
の分析を行った。
【補足】試験結果の分析
入試委員会で、特別入試、一般入
試ともに、年度末に試験科目ごと
に志願者と合格者の傾向を分析
し、その結果を、山形県高校教員
対象説明会で報告している。ま
た、各入試制度と入学後のプレイ
スメントテストやGPAなどとの関連
についても分析しており、その結
果を踏まえて、平成30年度入試で
試験科目の一部変更等を行った。

Ａ

・プレイスメントテストの結
果等を整理しながら、入
試制度の検証を行った
か。
・入試の試験内容変更
に伴い、その試験結果
を入試制度の分析等に
反映させたか。

Ａ 16
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

ウ　県内を中心とした高校訪問や説明
会の開催などを実施するとともに高等
学校との連携を強化し、県内出身者が
入学者全体の半数を上回るよう県内
志願者の確保に努める。

ウ　６月及び12月の年２回高校訪問
を実施するとともに、長期休業期間
中に学生特使を出身校に派遣する。
　また、各高校で実施される模擬授
業や大学説明会に参加し、加えて県
内高校進路指導担当説明会を実施
するなど、積極的に高等学校との連
携強化に努める。
　さらに、編入学試験志願者確保の
ため、大学案内や募集要項を送付
し、６月に短大訪問を実施するなど
の広報活動を行う。

ウ　６月から７月にかけて、県内高校を
中心に計10校に高校訪問を実施し
た。また、その他高校での模擬授業・
大学説明会に10件、業者主催の大学
説明会に42件、県教育委員会主催の
地元大学進学促進セミナー参加し
た。。
　加えて、６月に実施した山形県内高
校進路指導担当者説明会では、県内
高校26校より参加を得た。編入学試
験については、13校に大学案内・募集
要項を送付し、１校（短大）を訪問し
た。
【補足】学生特使の派遣実績
17名が学生特使として出身校を訪
問した。（県内８人、宮城県２
人、新潟県１人、茨城県１人、長
野県１人、東京都１人、静岡県２
人、愛知県１人）

Ａ

・高校訪問を実施した
か。
・長期休業期間中に学
生特使を出身校に派遣
したか。
・各高校で実施される模
擬授業等に参加し、連
携強化に努めたか。
・編入学試験志願者確
保の取り組みを行った
か。

Ａ 17

エ　オープンキャンパスの一層の充実
を図るため、参加者アンケートにより
ニーズを確認し、開催時期やプログラ
ム全体の見直しを行う。

エ　オープンキャンパスの内容につい
て、平成28年度の参加者アンケート
や高校側の要望等を踏まえながら、
内容・開催時期についてプログラミン
グを行い、年２回実施する。

エ　８月にオープンキャンパスを２回実
施し、過去最多の計586名の参加を
得た。参加者アンケートの結果はおお
むね良好であり、次年度更に有意義な
イベントとするために、改善点の洗い出
しを行った。

Ａ

・オープンキャンパスの
内容について、前年度
の要望等を踏まえ、実
施されているか。

Ｓ

○オープンキャンパスの参加
人数が過去最多となっている
ので、S評価で良いのではない
か。

18
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

オ　大学ホームページや大学案内等
による広報活動を強化するとともに関
係機関・団体との連携を図り、栄養の
プロフェッショナルを育成する本学の特
色をアピールすることにより、優秀な学
生の確保に努める。

オ　大学ホームページや大学案内の
内容や効果について検討し、その充
実に努める。併せて、ＳＮＳを活用し
た情報発信を行うことで、より直接的
かつ戦略的に受験生へ本学をＰＲす
る。
　また、編入学試験に対応した広報
活動の在り方についても引き続き検
討する。

オ　完成年度を迎え、卒業生を輩出
することを踏まえ、次年度の大学案内
の検討を入試委員会の立場から行っ
た。
　また、ＳＮＳを活用した情報発信も開
始し、206名（平成30年4月18日時
点）の登録を得ている。
【補足】広報活動の検討状況
編入学試験に限らず、入試関連の
広報活動については、毎月開催の
入試委員会で戦略や計画を立てて
いる。編入学試験については、実
施初年度である平成28年度より、
栄養士養成施設（主として東北厚
生局管内）である13大学に大学案
内および募集要項を送付し、翌29
年度より、合格実績校との連携を
深めることを目的に、3短大に対す
る訪問活動を行った。

Ａ

・大学ホームページ等の
内容について、充実を
図ったか。
・ＳＮＳを活用した情報発
信を行い、受験生へＰＲ
したか。
・編入学試験に対応した
広報活動の在り方を検
討したか。

Ａ 19

カ　新学務システム導入の利点を活か
し、各種入試情報の一元的な整備と
その活用を図り、志願者確保に努め
る。

カ　新学務システムを利用し、志願
者確保に向けたデータの作成及び
入試情報管理を行うとともに、県内
志願者増加のための方策を検討す
る。

カ　新学務システムを利用し、志願者
確保に向けたデータの作成及び入試
情報管理を行うとともに、県内志願者
増加のための方策を検討した。
【補足】県内志願者増加の検討内
容
入試制度については、毎月開催の
入試委員会だけではなく、入試委
員および入試担当職員間で振り返
りと改善のための方策検討を不断
に行っているところである。入試
分析は、そのための基盤となって
おり、県内志願者の傾向分析の結
果を踏まえ、平成30年度入試で試
験科目の一部変更および平成31年
度入試で特別入試の募集定員変更
を行っている。

Ａ

・新学務システムを利用
し、志願者確保に向けた
データの作成及び入試
情報管理を行い、県内
志願者増加のための方
策を検討したか。

Ａ 20
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

(４) 学生支援の充実
①　学修支援

ア　担任制を継続し、入学時から卒業
時まで、卒業後の進路選択も見据え
たきめ細かな履修相談、履修指導を
行う。
　また、オフィスアワーや電子メールを
利用した修学支援も行う。

※オフィスアワー制度
各教員が学生からの学業や学校生活
全般に関する質問、相談等に応じる時
間を設定し、研究室等に待機する制
度。

ア　１学年２人担任制と前期、後期２
回の面談を引き続き実施する。卒業
研究の本格化及び国家試験準備の
ため平日の校舎使用可能時間(特に
閉館時間)も含めて、土日祝日の校
舎使用可能時間の延長を検討す
る。土日祝日の栄養大玄関の学生
利用の可能性についても検討する。

ア　１学年２人担任制と前期、後期の
２回の面談を引き続き実施した。
　卒業研究の本格化及び国家試験準
備のため平日の校舎使用可能時間
(特に閉館時間)も含めて、土日祝日の
校舎使用可能時間の延長と栄養大玄
関の学生利用の可能性については引
き続き要望しつつ、学生の利便性を向
上させる方策を検討することとした。

Ａ

・１学年２人担任制と前
期、後期２回の面談を
実施したか。
・土日祝日の校舎使用
可能時間の延長を検討
したか。
・土日祝日の栄養大玄
関の学生利用の可能性
について検討したか。

Ａ 21

イ　学長や理事等と学生との対話の場
を年２回程度設け、また、学生アン
ケートの実施により、学生の意見を反
映させたより望ましい学内教育環境を
整備する。

イ　｢学生と理事の懇談会｣を実施
し、学生の率直な意見を収集し、そ
の意見を反映した学内教育環境の
整備に取り組む。

イ　学内外理事及び審議会委員(13
名)、ＳＤＦＤ委員会(２名)、米沢栄養
大学と米沢女子短期大学の学生(12
名)による、理事等と学生との懇談会を
実施した。懇談会では学内や学寮、地
域のこと等について活発な意見交換が
行われ、意見集約後、整備できる案
件については取組みを行った。
【補足】教育環境の整備の内容
敷地内への防犯カメラの設置の要
望に対して検討を行い、平成30年
度中に設置を完了することとし
た。また、学寮の洗濯機等の備品
の更新希望について、状態を考慮
し適切に対処した。

Ａ

・理事・学生懇談会を開
催し、学生の意見を収
集し、学内教育環境の
整備に取り組んだか。

Ａ 22

ウ　学生が自主的学習を積極的に行う
ことができるよう、教材の拡充や設備の
充実を図る。

ウ　講義用資料作成のために非常勤
講師や教員からの要望の多い情報
機器、事務機器などの整備・更新を
進める。

ウ　学生が自主的学習を積極的に行う
ことができるよう、教材の拡充(就職関
連書籍、国家資格用書籍)や設備の
充実(自習室の充実と講義室の開放)
を行った。
　また、学生から要望のあったカラーコ
ピー機について予算要求を行い、平成
30年度から設置されることになった。

Ａ

・非常勤講師や教員か
らの要望の多い情報機
器、事務機器などの整
備・更新を進めたか。

Ａ 23
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

エ　市内循環バス利用に対する助成
や冬期間における学寮・大学間の交
通手段の確保支援を行うなど、通学の
利便性向上を図る。

エ　平成29年度も引き続き市内循
環バス利用に対する助成や冬期間
における学寮・大学間の交通手段の
確保支援を行うなど、通学の利便性
向上を図る。

エ　平成29年度も引き続き、市内循
環バス利用に対する助成や冬期間に
おける学寮・大学間の交通手段の確
保支援を行った。
【補足】交通手段の確保支援の内
容
冬期間は自転車や徒歩での通学が
困難であるため、学寮・大学間で
通学バスを運行しているが、効果
的なバス運行が図れるように、講
義日程に合わせた運航計画の立案
やバス会社との調整、学生への通
知等の支援を行った。

Ａ

・バス利用に対する助成
や学寮・大学間の交通
手段の確保支援を行う
など、通学の利便性向
上を図ったか。

Ａ 24

②　生活支援

ア　全学的な学生支援を行うことに努
め、学生相談等メンタルヘルスに関す
る支援体制をさらに充実させるととも
に、看護師等との密接な連携を図り、
総合的な支援を行う。

ア　１学年２人担任制をさらに充実さ
せ、学生相談等メンタルヘルスに関
する支援体制をさらに機能させる。
　また、保護者の協力も得ながら教
職員、看護師、カウンセラーなどの
支援体制を点検し、より充実させる。
３学年後期からは卒業研究担当教
員も担当学生の支援に当たる。

ア　１学年２人担任制をさらに充実さ
せ、学生相談等メンタルヘルスに関す
る支援体制をさらに機能させた。
　また、保護者懇談会を活用すること
により保護者の協力を得ながら教職
員、看護師、カウンセラーなどの支援
体制をより充実させている。
　さらに、３学年後期からは卒業研究
担当教員も担当学生の支援に当たっ
ている。

Ａ

・学生相談等メンタルヘ
ルスに関する支援体制
を充実させたか。

Ａ 25

イ　学資等が十分でなく学生生活が困
難な学生については、成績や家庭環
境等を総合的に勘案し、一定の条件
のもと、授業料減免制度や奨学金制
度を活用し支援する。

イ　授業料減免制度については、日
本学生支援機構の家計要件の改訂
に沿った改訂を行なう。
　また、成績要件については、より多
くの学生が減免制度を受けることが
可能となるように現在の要件の見直
しを検討する。

イ　授業料減免制度については、日本
学生支援機構の家計要件に沿った改
訂を行った。
　また、成績要件については、平成29
年度前期までの成績を基に、より多く
の学生が減免制度を受けることが可能
となるように現在の要件の見直しを開
始した。

Ａ

・授業料減免制度につ
いては、家計要件に
沿った改訂を行ったか。
・成績要件については、
現在の要件の見直しの
検討を開始したか。

Ａ 26
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

ウ　課外活動や学園祭等の学生の自
主的な活動を支援するとともに、学生
代表者や学寮入寮者と大学との意見
交換会を定期的に開催し、出された意
見等を大学運営に活用する。

ウ　１学年２人担任制を有効に利用
し、学生の課外活動や学園祭等へ
の学生の自主的な活動を支援する。
　また、学生代表者や学寮入寮者と
の意見交換会や｢学生の声｣を通じ
て、学生の要望を把握する。

ウ　１学年２人担任制の活用及び卒業
研究担当教員の協力により、学生の課
外活動や学園祭等への学生の自主的
な活動を支援した。
　また、学生代表者や学寮入寮者との
意見交換会や｢学生の声｣を通じて、学
生の要望を把握した。
【補足】意見交換会等の内容
学生自治会との意見交換会は12月
に１回、学生寮との意見交換は６
月及び12月に２回実施した。学生
から出された要望に基づき改善し
た主なものは次のとおり。
・冬期間の暖房運転時間の延長
・学生寮居室破損個所の修繕及び
洗濯機の更新

Ａ

・学生の課外活動や学
園祭等への学生の自主
的な活動を支援したか。
・意見交換会や｢学生の
声｣を通じて、学生の要
望を把握したか。

Ａ 27

③　キャリア支援

ア　学生が管理栄養士の役割を理解
したうえで、進路を自ら的確に見つける
ことができるよう、教育課程内・外にお
いて、入学時から体系的できめ細かな
取組みと支援を行う。

ア　平成28年度に引き続きキャリア
アップ講演会を合同開催(１～３年
生)し、また、エンプロイメントアドバイ
ザー(就職相談員)による学生の面談
も実施する。

ア　今年度は第一期生が卒業したが、
エンプロイメントアドバイザー等による面
談の大きな刺激・効果により、就職希
望者41名全員の就職先が決まり、就
職率100％を達成した。これまでの課
題を踏まえつつ、今後もよりよい職業ア
ドバイスを行っていく。
【補足】キャリアアップ講演会の
内容
キャリアアップ講演会を下記の通
り開催した。
【日時】H29.9.28(木) 14:40～
【対象】栄養大1～3年生
【講師】公立置賜総合病院　管理
栄養士

Ｓ

・キャリアアップ講演会を
開催したか。
・就職相談員による学
生の面談を実施したか。

Ｓ 28
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

イ　管理栄養士の国家試験合格率に
ついて、100％の合格率を目指し、教
材・模擬試験に関する情報提供、指
導助言及び休日における自習室の開
放など、資格取得に向けた各種の支
援策を効果的に実施する。

イ　管理栄養士の国家試験100％の
合格率を目指し、４年生で実施する
業者模擬試験の成績分析及び指
導・助言等の対策を講ずる。
　また、３年生には国家試験を受験
する４年次に向けた具体的な試験対
策を行う。
　管理栄養士国家試験対策関連書
籍等の購入及び自習室の確保等環
境整備をする。

イ　４年生を対象とした業者模試（４
回）及び学内模試（２回）の実施、外部
講師による国家試験対策研修会の開
催、個人対応としての面談（２回）の実
施、得点率の低い科目の補講の実施
等により、管理栄養士国家試験の合
格率は100％を達成した。
　また、３年生の全国栄養士養成施設
協会認定栄養士実力試験（12月実
施）では、ほとんどの学生がＡ判定で
あった。
【補足】環境整備の内容
　関連書籍を２種類、計22冊購入
した。また、自習室はＡ棟403を９
時～17時（授業が無い時）まで確
保した。

Ｓ

・管理栄養士国家試験
対策を効果的に行った
か。

Ｓ

○国家試験合格率100％とい
う結果は、支援策が効果的に
行われた素晴らしい成果であ
る。

29

ウ　就職希望者の就職率100％を目
指し、学生の円滑な就職・進学活動を
積極的に支援するために、就職説明
会の実施や学生への迅速な各種情報
の提供など各種の取組みを効果的に
展開する。

ウ　学生の円滑な就職・進学活動を
積極的に支援するため、昨年度に引
き続き次の取組みを実施する。
ⅰ　キャリア支援センターへの公務
員試験・就職支援関係書籍の充実
を図る。
ⅱ　県内外管理栄養士就職ター
ゲットとなる企業・施設との連絡調整
を行う。

ウ　教職員、キャリア支援センタース
タッフによる公務員試験・就職支援関
係書籍の充実や、県内外管理栄養士
就職ターゲットとなる企業・施設との連
絡調整等の努力により、就職希望者
41名全員の就職先が決まり、就職率
100％を達成した。来年度以降も、高
就職率を維持できるような取組みや改
善を行っていく。

Ｓ

・学生の円滑な就職・進
学活動に向けた取り組
みを行ったか。

Ｓ

○初の卒業生が、国家試験に
100%合格し、その結果として
就職率100%を達成したことは
高く評価できる。

30

２　研究に関する目標を達成するための措置
(1) 研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信

ア　地域住民の生活習慣の改善、健
康の増進、食育の推進及び地域食材
の活用などの地域課題の解決に向
け、栄養学等の教育研究や関連する
活動に積極的に取り組むとともに、地
域連携・研究推進センターを中心に、
外部との共同研究や受託研究を推進
する。

ア　行政や関係機関等と積極的に
情報交換を行い、それらの施策や動
向の把握に努めるとともに、大学外
部からの相談受理及び共同研究や
受託研究を推進する。

ア　相談受理や連携事業実施の機会
等を活用し、積極的な情報交換を行う
ことで行政施策等の把握に努めた。
(相談受理：山形県関係１件、市町村
関係５件／連携事業：山形県関係７
件、市町村関係３件)。
　また、地域連携・研究推進センター
が配分する共同研究費を活用し、外
部研究者と共同のもとで地域の課題
解決を行う研究が６件実施された。さ
らに外部資金を受け入れての受託研
究については５件実施された。

Ａ

・関係機関等と積極的
に情報交換を行ったか。
・外部との共同研究や
受託研究を推進した
か。

Ａ 31
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

イ　理事長等の判断により配分先を決
定できる資金支援制度により、個人研
究の一層の推進に努める。

イ　科学研究費補助金等の採択に
向けて、本学の資金支援制度を活
用し、引き続き教員の取組みへの助
成を行う。

イ　科学研究費補助金等の採択に向
けて、本学の資金支援制度を活用し、
教員の取組みへの助成を５件実施し
た。 Ａ

・大学の資金支援制度
を活用し、教員の取組
みへの助成を行ったか。

Ａ 32

ウ　外部研究資金の助成制度の仕組
みや申請方法についての研修会を開
催し、科学研究費補助金の申請件数
について、全教員の８割以上の教員か
らの申請を目指す。

ウ　地域連携・研究推進センターを
中心として、引き続き助成金公募情
報の周知を図るとともに、関連分野
の教員に必要に応じて個別にアドバ
イスを行うとともに、学内外の講師に
よる外部資金獲得の研修会を開催
し、科学研究費補助金等の競争的
資金等の獲得に努める。

ウ　科学研究費の公募以外に、民間
の財団や協会等の公募９件を周知し、
必要に応じて教員にアドバイスを行っ
た。
　また、７月に外部資金獲得に向けた
研修会を開催した。
　なお、教員17名中、14名が科学研
究費をはじめとする外部資金を獲得し
ており、達成状況は82.4％で目標を達
成した。

Ａ

・助成金公募情報の周
知を図ったか。
・外部資金獲得のため
の研修会を開催したか。

Ａ 33

エ　本県が有する地域課題の解決に
つながる研究に積極的に取り組むとと
もに、その研究成果が地域で有効に活
用されるよう、公開講座や論文寄稿等
により公表する。

エ　地域連携・研究推進センター主
催の公開講座の開催や、同センター
報告書の発行を通して、研究成果を
地域に還元する。
　また、教員の研究テーマなどを掲
載したパンフレットの作成、ホーム
ページ等への掲載により広く情報発
信を行う。
　さらに、教員の研究成果や専門領
域などを広く分かりやすく継続的に発
信するために、どのような形が効果
的かを引き続き検討する。

エ　山形県立保健医療大学との共催
による公開講座（10月開催・参加者
65名）や12月に発行した地域連携・研
究推進センター報告書を通して、研究
成果を地域に還元した。センター報告
書は機関リポジトリーに公開を行った。
　また、昨年度に引き続き、教員の研
究テーマ掲載のガイドブックを関係各
所へ送付するとともに、ホームページ
へ掲載し、広く情報発信を行った。
　今後も教員の研究成果や専門領域
の広く継続的な発信のために、効果的
な方法を検討していく。

Ａ

・公開講座の開催等、
研究成果の地域還元を
行ったか。

Ａ 34

(2) 研究実施体制の整備
ア　研究活動を適切に評価できるよう
評価体制を充実させ、優れた研究成
果をあげた場合に、適正な評価による
優遇措置等を実施できる環境を構築
する。

ア　教員の業績評価の中で優秀な
業績に対しての優遇措置として特別
研究費の交付を行う方向でその仕
組みを整備する。

ア　教員の業績評価の中で、優秀な
業績に対しての優遇措置として特別研
究費の交付を行うこととして、要領を策
定した。

Ａ

・優秀な業績に対しての
優遇措置として特別研
究費の交付を行う方向
で、仕組みを整備した
か。 Ａ 35
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自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

イ　教員と事務職員の担当すべき業務
内容を点検し、役割の明確化を図るこ
とにより、教員が教育、研究及び学内
業務に専念でき、研究実施体制の強
化につながる適正な運営体制を構築
する。

イ　教員、事務職員の適切な役割分
担のもと、効果的な教育や研究の推
進を図ることができる支援体制を検
討する。

イ　他大学の分担状況や支援状況等
の情報収集を行い、本学での実施の
可能性や効率性を検討した。

Ａ

・効果的な教育や研究
の推進を図ることができ
る支援体制を検討した
か。 Ａ 36

ウ　教育研究の質の向上のために、海
外への研修を含む学外研修制度の整
備を図る。

ウ　教員の教育研究の向上のため、
引き続き長期の学外研修制度創設
などの規程を具体的に整備していく。

ウ　平成29年度に長期の学外研修制
度の規程を整備し、学科会議、教授
会を経て教育研究審議会に提出し、
承認を得た。 Ａ

・規程整備に向けた検
討を行ったか。

Ａ 37

３　地域貢献に関する目標を達成するための措置
(1)  地域で活躍する人材の輩出

ア　県内各界において食を通じた健康
づくりを担い、将来的に広く活躍できる
人材を輩出するため、県立病院をはじ
めとする県内病院、福祉施設、保健所
等との連携のもと県内の現場に即した
実習を検討する等教育課程の内容を
不断に検証し、必要な見直しを行う。

ア　平成29年度に実施する臨地実
習(給食経営管理論、臨床栄養学、
公衆栄養学)、栄養教育実習を行
い、また、臨時実習先との事後協議
も行い、実習に伴う問題点があれば
その解消に取り組む。

ア　平成29年度の臨地実習(給食経
営管理論、臨床栄養学、公衆栄養
学)、栄養教育実習が終了し、その反
省点を関係教員から聴取した。実習
先より評価の方法改善や連絡方法の
簡便化等の要望があったため、平成
30年度の実習より変更可能な点につ
いては改良することとした。

Ａ

・臨地実習について、実
習先等と事後協議を行
い、問題点があれば解
決法を検討したか。

Ａ 38

イ　栄養大及び育成する管理栄養士
についての県民の理解を深めるため、
その意義、役割の周知を図るとともに、
行政・関係機関や企業と連携し、県内
をはじめとして管理栄養士の活躍の場
の拡充を図る。

イ　公開講座、各界への講師派遣、
大学説明会及び臨地実習施設訪問
などの場を活用して、引き続き大学
及び育成する人材についての周知を
図る。

イ　７月に行った日本栄養改善学会東
北支部との共催による公開講座、10
月のシリーズ公開講座、29件の出前
講座、17件の大学説明会及び64件の
施設訪問等の場を活用して、大学及
び育成する人材についての周知を図っ
た。

Ａ

・公開講座等を通して、
大学及び育成する人材
についての周知を図った
か。 Ａ 39
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

(2) 教育研究成果の地域への還元
　地域連携・研究推進センターの活動
等を通じ、自らあるいは受託による健
康・栄養関連調査や改善策提案、市
町村における健康運動の普及、地域
の企業や各種団体との健康・栄養に
関する共同活動など、行政、他の教育
機関、研究機関、県内企業等と連携し
て地域貢献を行う。

　県関係部局をはじめとする行政機
関や他大学、企業、関係機関等との
情報交換に努め、センター機能の更
なる充実を図る。

　相談受理や連携事業実施の機会等
を活用し、積極的に情報交換を行うこ
とで行政施策等の把握に努めた。(相
談受理：山形県関係１件、市町村関
係５件／連携事業：山形県関係７件、
市町村関係３件)
　また、山形県からの受託事業である
「山形県減塩プロジェクト事業」では、
全県に向けた「適塩弁当」による食の
環境整備に取り組んだ。
　さらに、県民の健康づくり意識の醸成
を図るため、｢ＳＡＴシステムによる栄養
バランス診断｣による指導を実施した。
(イオン・県栄養士会との連携イベント：
６月及び10月実施、やまがた健康フェ
ア：９月実施、米沢市生涯学習フェス
ティバル「遊学よねざわ2017」：10月
実施)。

Ａ

・関係機関との情報交
換に努め、センター機能
の充実を図ったか。

Ａ 40

(3) 他大学との連携
　｢大学コンソーシアムやまがた｣の活
動に積極的に参画するとともに、県立
保健医療大学をはじめ県内他大学と
教職員や学生の交流等を通じて実効
性のある連携を図る。

　山形県立保健医療大学との連携
事業を引き続き行う。平成30年度か
らの米沢女子短期大学との単位互
換の可能性について、引き続き短大
の意向を踏まえながら検討を行う。

　山形県立保健医療大学との連携事
業を引き続き行うとともに、平成30年
度からの米沢女子短期大学と一部教
科において、単位互換を開始すること
とした。
【補足】公開講座の内容
山形県立保健医療大学と公開講座
（米沢会場）を共催し、講師とし
て本学教員が講義を行った。
日時：Ｈ29年10月21日
場所：米沢栄養大学
テーマ：「考えよう！健康と福
祉」

Ａ

・山形県立保健医療大
学との連携事業を行っ
たか。
・米沢女子短期大学と
の単位互換の可能性に
ついて検討を行ったか。

Ａ 41
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自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

(4) 高等学校等との連携
　高校生等の健康や栄養に関する学
習意欲の喚起や進路選択に資するた
め、本学教員による出前講義等を行う
など、県内高等学校との連携を推進す
る。

　平成28年度と同様に県内外高校
等の模擬授業等を積極的に行い、
その授業等において健康増進に係る
管理栄養士の役割を説明し、本学
設置趣旨を理解した受験者の確保
に努める。

　本年度も県内外高校での模擬授業
等を積極的に行い、その授業等におい
て健康増進に係る管理栄養士の役割
を説明し、本学設置趣旨を理解した受
験者の確保に努めた。
【補足】模擬授業等の開催実績
大学進学相談会に合わせた模擬授
業は、県内の高校で２回開催し
た。
また出前講座として、県内高校で
６回、県外高校（宮城、茨城、岩
手、福島）で４回開催したほか、
置賜地域の小中学校で７回開催し
た。

Ａ

・県内外高校等の模擬
授業等を通して、受験
者の確保に努めたか。

Ａ

○県内外高校での模擬授業
や出前講座が積極的に開催さ
れており、継続していただきた
い。

42

(5)県民への学びの機会の提供
ア　本県を取り巻く｢栄養｣と｢健康｣の課
題を踏まえた適切なテーマを設定した
公開講座を県内で毎年度開催する。
　また、実施した公開講座については
年度ごとに報告書として記録し、資料と
して県民が活用できるよう整備する。

ア　県民のニーズに応える栄養や健
康に関連した公開講座を年２回以上
開催し、本学の教育研究成果を地
域に発信する。

ア　栄養や健康に関する県民のニーズ
に応えるため、７月に日本栄養改善学
会東北支部との共催による公開講座、
10月には山形県立保健医療大学との
共催による公開講座を開催し、本学の
教育研究成果を地域に発信した。

Ａ

・公開講座を年２回以
上開催したか。

Ａ 43

イ　県内の栄養関係者を対象として、
本学教員を講師とした研修会の開催
や、外部講師を招へいして実施する特
別講義を開放するなど、地域の栄養
関係者の資質向上に寄与する研修会
の開催などの取組みを毎年度行う。

イ　県内の栄養関係者を対象とする
リカレント教育を実施する。

イ　本学と山形県栄養士会との共催に
よるリカレント講座を山形市内で10月
に実施し、約120名の参加者であっ
た。 Ａ

・リカレント教育を実施し
たか。

Ａ 44
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

４　国際交流に関する目標を達成するための措置
ア　地域の国際交流活動への積極的
な参加などを通じ、国際感覚のある学
生の育成に努める。

ア　国際的な視野を持ち活躍できる
人材を育成するため、文部科学省
補助事業｢大学の世界展開力強化
事業：アンデス・ダブルトライアング
ル・プログラム｣の実施に基づき、語
学教育支援、短期派遣の支援を行
う。

ア　国際的な視野を持ち活躍できる人
材を育成するため、文部科学省補助
事業の実施に基づき、語学教育支
援、短期派遣の支援を行っており、今
年度の短期派遣学生は２名であった。 Ａ

・語学教育支援、短期
派遣の支援を行った
か。

Ａ 45

イ　本学教員の国際学会への出席の
支援などを通じ、海外の情報収集に努
め、その成果を教育研究に活用する。

イ　文部科学省補助事業｢大学の世
界展開力強化事業：アンデス・ダブ
ルトライアングル・プログラム｣により短
期派遣された学生の報告会開催
や、南米からの短期派遣学生との交
流会開催などを通じて多くの学生が
海外の情報に触れる機会を作る。
　また、米沢女子短期大学が実施し
ている海外語学実習への参加の可
能性について引き続き検討をする。

イ　文部科学省補助事業により短期派
遣された学生の報告会を６月に開催し
た。また、南米からの短期派遣学生と
の交流会を８月に開催し、多くの学生
が海外の情報に触れる機会を設けた。
　米沢女子短期大学の海外語学実習
への参加可能性については、短大側
の再検討により検討は打ち切りとなっ
た。

Ａ

・短期派遣された学生
の報告会開催や、南米
からの短期派遣学生と
の交流会を開催したか。
・米短大で実施している
海外語学実習への栄養
大学生の参加の可能性
について検討したか。

Ａ 46
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第２の２　山形県立米沢女子短期大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

１　教育に関する目標を達成するための措置
(1) 教育の内容及び成果

　学科における教育の成果として、全
教員の共有認識のもと教養教育と専
門教育の融合を図り、教養と実学をバ
ランスよく身に付け、課題探求能力とコ
ミュニケーション能力を持った学生を
育成し輩出するため、教育に関する諸
分野において以下に掲げる計画を着
実に実行する。

　育成すべき人物像を全学的に共
有したうえで、成果を生むための多
様な教育プログラムを用意し、課題
探求能力とコミュニケーション能力を
更に高めるため、以下に掲げる年度
計画を着実に実行する。

教務委員及び自己評価改善・ＳＤＦＤ
委員会をはじめとする各委員会の活動
を通じて、学生の課題探究力とコミュ
ニケーション能力を更に高めるための
全学的な取組みを着実に実施した。

Ａ

・課題探求能力とコミュ
ニケーション能力を更に
高めるため、、計画を着
実に実行したか。

Ａ 47

ア　時代の変化に伴う多様な学生の
ニーズに対応するため、全学科におい
て、教養教育科目及び専門教育科目
の再検討を行うなど、教育課程を｢山
形県立米沢女子短期大学の理念と目
的・目標｣に掲げる教育目標の達成に
向けて体系的に編成する。

ア　教養科目の充実並びに専門科
目の確実な実施に向けて委員会を
中心に問題点を抽出する。併せて、
平成29年度にカリキュラムの改正を
行った英語英文学科並びに社会情
報学科の実施状況の把握を行う。

ア 教養科目については、新設した授
業科目を中心に実施状況を確認し
た。また、一部の外国語科目につい
て、学生の必要度に見合う科目を受
講できるよう指導した。また、英語英文
学科及び社会情報学科新カリキュラ
ムの実施についても首尾よく実施され
ていることを確認した。
【補足】専門科目の問題点の把握
状況
専門科目については、前期に実施
した「授業評価アンケート」の結
果や新設科目の教員の意見等か
ら、問題なく実施されていること
を確認した。
（専門科目の新設内容）
・英語英文学科：ＴＯＥＩＣ科目
と異文化理解関係科目の充実
・社会情報学科：メディア表現と
情報科目

Ａ

・教養科目の充実並び
に専門科目の確実な実
施に向けて委員会を中
心に問題点を抽出した
か。
・平成29年度にカリキュ
ラムの改正を行った英
語英文学科並びに社会
情報学科の実施状況の
把握を行ったか。

Ａ 48
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

イ　他大学との単位互換や本学入学
前に他大学で取得した単位のうち、本
学の履修単位として認定できるものは
認定するなど、柔軟な単位制度の拡
充を図る。

イ　他大学単位互換科目の履修状
況について、現状を把握するのと併
せて、履修単位上限制の視点から
問題点を再確認する。

イ 他大学の単位互換科目履修生が
所定の科目の履修を行い、単位を取
得していることを確認した。履修単位
制限科目についても、内容を検討し
た。
【補足】履修単位制限科目の検討
状況
教務委員会で検討し、その後教授
会の議を経て、米沢栄養大学との
単位互換締結を行い、平成30年度
からの合同授業の開講を決定し、
教養科目「日本国憲法」「国際関
係論」及び教職科目「教育相談
論」の3科目について、上限単位か
ら除くことした。

Ａ

・他大学単位互換科目
の履修状況について、
現状把握し、履修単位
上限制の視点から問題
点を確認したか。

Ａ 49

ウ　学生が授業に主体的に参加し授
業内容を深く理解できるよう、対話・討
論等、双方向的な授業形態を一層発
展させるとともに、実習・演習の拡充な
ど少人数教育の利点を活かした学習
指導により高い教育効果を得ることが
できるよう、教育方法の改善を図る。

ウ　実習並びに演習系科目を中心
に、より効果的な学修に取り組むた
めの方法について、シラバス記載方
法の観点から検討する。

ウ シラバスの記載方法について、他大
学の例を参考にしつつ、望ましい形式
での様式化を行った。

Ａ

・より効果的な学修に取
り組むための方法につい
て、検討したか。

Ａ 50

エ　これまでも実施している学生による
｢授業評価アンケート｣や研修会等のＦ
Ｄ活動を一層充実させ、授業内容や
学習指導方法の改善に向けた取組み
を行う。

エ　学生による授業評価アンケートを
確実かつ効果的に実施し、授業改
善に活用する。
　さらに、回答率の向上に向けた授
業評価アンケートの実施方法を検討
する。
　また、授業改善ワークショップを開
催し、効果的な授業のための意見交
換をより活発に行う。

エ　集中講義を含む全ての科目の前
期分については、授業評価アンケート
を７～９月に、後期分については１～２
月に実施した。それぞれの結果を10
月と３月中に教員へ配布し、授業への
反映を依頼した。あわせて授業評価ア
ンケートの結果については、学内の共
有フォルダに格納した。
　また、５月に授業改善ワークショップ
を実施した。
【補足】アンケートの検討状況
従来の掲示、学科内メーリングリスト
による周知に加え、学内教員から学生
に対して、講義後アンケートに回答す
るように、声がけを依頼することとし
た。

Ａ

・授業評価アンケートを
確実かつ効果的に実施
し、授業改善に活用した
か。
・授業評価アンケートの
実施方法を検討した
か。
・授業改善ワークショッ
プを開催したか。

Ａ 51

オ　教育に係る外部評価などの指摘に
対して、具体的かつ早急に改善を図る
とともに、その指摘に係る問題点を組
織的に整理し、恒常的に教育課程や
教育内容の向上につなげる。

オ　平成25年度認証評価において
指摘のあった努力課題について、対
応状況を基準協会に報告するととも
に、引き続き改善に向けて取り組
む。

オ　平成25年度認証評価において指
摘のあった努力課題については、５月
の教授会及び６月の法人審議会を経
て７月に大学基準協会へ提出した。
　なお、学内委員会等に対し、引き続
き点検と指摘課題の改善への努力を
依頼した。

Ａ

・平成25年度に受けた
認証評価において指摘
された努力課題につい
て、検証のうえ、改善に
取り組んだか。 Ａ 52
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

カ　学生の成績評価や単位認定、進
級・卒業判定について、より公正かつ
適正に判断できるよう継続的に検証す
る。

カ　成績処理(成績入力並びに入力
後の処理等)について系統的に問題
点を挙げ、改善方法について検討す
る。
　また、平成28年度から継続審議と
なっている、履修単位上限50単位
の実施後の問題点について、上記事
項(1)イからの観点も含めて再度点
検し、取扱要領の記載事項について
再検討する。

カ 成績処理について、学生への成績
開示の方法を具体化し、前期・後期と
も期限や期間の見直しを行った。
【補足】実施後の問題点の検討
履修単位上限50単位の実施によ
り、学生の単位管理が複雑になっ
たため、ガイダンスにおける丁寧
な説明と学生からの相談に個別に
対応した。また学生の資格取得等
のニーズに合わせて上限単位から
除かれる科目を増やし、取扱要領
（申し合わせ事項）を修正した。

Ａ

・成績処理について問
題点を挙げ、改善方法
について検討したか。
・履修単位上限50単位
の実施後の問題点につ
いて、取扱要領の記載
事項について再検討し
たか。

Ａ 53

キ　新学務システムにより一元的に履
修、成績等を管理し、それらを効果的
に活用した履修指導など、きめの細か
い学生指導・支援の一層の充実を図
る。

キ　学務システムを利用した履修指
導のあり方について、平成28年度に
確認された問題点を中心に、解決に
向けて検討する。

キ 学務システムを利用した履修方法
の徹底化を図り、学生に混迷を来たさ
ないよう、主としてガイダンス期間を活
用して履修指導を行った。 Ａ

・新学務システムの運用
に合わせた履修指導の
あり方について、解決に
向けて検討したか。 Ａ 54

(2) 教育実施体制の充実
①教員の配置

ア　教育効果を最大限に発現できるよ
う、教員の資質や適性、学科の人員数
等を踏まえた適切な教員配置を行う。

ア　米沢女子短期大学の将来構想
の検討状況も勘案しながら、大学全
体としてより適切な教員の配置につ
いて検討する。

ア　「米沢女子短期大学の将来構想
の基本方向」策定に向けた検討の中
で、大学全体としての適切な教員配置
を行うため、検討項目の一つとして退
職教員の再配置についても議論を
行った。

Ａ

・より適切な教員の配置
について検討したか。

Ａ 55

イ　社会のニーズに合致した幅広い講
義科目を開講し、教育内容を充実さ
せるため、必要に応じて外部有識者を
効果的に活用する。

イ　平成29年度より新設された科目
を中心に、履修状況を確認しなが
ら、上記事項(1)アとも絡めて、問題
点を検討する。｢総合教養講座｣につ
いては、参加した市民の声を聴き、
よりよい実施に繋げる。

イ 外部有識者の人材情報を収集しつ
つ、特に「総合教養講座」において特
定の分野に偏ることのないよう、広く人
選を行った。

Ａ

・履修状況を確認しなが
ら、問題点を検討した
か。
・｢総合教養講座｣につい
て、よりよい実施に繋げ
たか。

Ａ 56
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

②教育環境

ア　学生が自由に意見を述べるために
設置する｢意見箱｣に寄せられた学生
の意見を活かすなど、学生の視点に
立った教育環境の検証及び改善の取
組みを進める。

ア　｢学生の声｣アンケートを確実に実
施し、学内施設を中心とした各施設
の保全・管理に活用するとともに、改
善につなげる。
　また、電子的なアンケートの実施方
法を検討する。

ア　｢学生の声｣アンケートの前期分に
ついては６月に、後期分については11
月に実施した。いずれにおいても施設
設備、図書館、食堂に関する意見・要
望が多かった。これを受け、しかるべき
関係部署からの回答を得た後に、学
内掲示板及びホームページ上に掲載
し、周知した。
【補足】電子的なアンケートの検
討
大学ホームページに、学生の声専
用メールアドレスを掲載し、常に
学生からの意見を受け付ける体制
を整えた。

Ａ

・｢学生の声｣アンケート
を実施し、各施設の保
全・管理に活用するとと
もに改善につなげている
か。
・電子的なアンケートの
実施方法を検討した
か。

Ａ 57

イ　教育研究機能の充実、学生活動
の支援に資するため、施設設備の現
況調査を実施し、長期的な視点に
立った老朽施設や設備の整備及び改
修を計画的に行う。

イ　教育研究機能の充実、学生活
動の支援、地域社会との連携に資す
るため、施設設備の保全調査を実
施するとともに、長期的な視点に
立った老朽施設・設備の整備及び
改修を計画的に行うため、設置設備
の点検や整備に向けた準備を行う。
　また、学生の声アンケートの意見や
要望等を検討のうえ、施設設備の改
善等を行う。

イ　学内の施設・設備について、平成
27年に実施した学生満足度調査の分
析結果を学生委員会で確認し、設置
設備の点検を随時行い改善も行った。

Ａ

・設置設備の点検を
行っているか。
・学生の声アンケートの
意見や要望等を検討の
うえ、施設設備の改善
等を行ったか。 Ａ 58

ウ　講義や実験実習が円滑かつ効果
的に行うことができるよう、情報機器、
視聴覚機器、実験実習用備品等の適
切な維持・管理に努めるとともに、計画
的な整備及び更新を進める。

ウ　講義や実験実習が円滑かつ効
果的に行うことができるよう、学内情
報機器、視聴覚機器、実験実習用
備品等の適切な維持・管理に努める
とともに、計画的な整備・更新を進め
るため、機器・備品等の点検や整備
に向けた準備を行う。
　また、学生の声アンケートの意見や
要望等を検討のうえ、機器・備品等
の整備・更新を行う。

ウ　学内情報機器、視聴覚機器、実
験実習用備品等について学生満足度
調査の分析結果を学生委員会で確認
し、点検を随時行い改善も行った。

Ａ

・機器・備品等の点検を
行っているか。
・学生の声アンケートの
意見や要望等を検討の
うえ、機器・備品等の整
備・更新を行ったか。 Ａ 59

エ　図書館について、電子書籍の活用
も含めた収蔵図書やレファレンス資料
の充実及び他の図書館との連携強化
による機能の充実を図り、教職員が利
用しやすい環境整備を進めるほか、土
曜日の開館を継続するとともに、開館
時間や開館日について、不断に検証
を行い必要に応じて改善を図る。

エ　土曜日開館と４月講義期間の開
館時間延長の体制を継続するととも
に、開館時間や開館日について、平
成29年度前期の実績を踏まえて後
期に検討する。
　なお、図書館内の環境整備につい
ては、利用者の声などを踏まえて検
討する。

エ　土曜日開館と４月講義期間の開
館時間延長の体制は継続。また試験
的に前期試験期間の開館時間延長を
行ったところ、その利用実績から次年
度以降も実施することが望ましいとの
結論に至った。
【補足】図書館内の環境整備
意見箱及び意見ノートを設置し、
学生が自由に記載でき、図書館情
報委員会で検討することとしてい
るが、書籍の購入に関すること以
外は、意見等は無かった。

Ａ

・開館時間や開館日に
ついて、実績を踏まえて
検討したか。
・図書館内の環境整備
について、利用者の声
等を踏まえ検討したか。

Ａ 60
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自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

(3) 学生の確保
ア　年度計画において入試形態ごとの
志願者倍率の目標を設定し、大学の
アドミッション・ポリシーに合致した学生
を確保する。

ア　県内出身者をはじめとする志願
者の確保に向け、イ～キの方策に取
り組み、次の入試形態ごとの目標を
達成するよう努める。
　・一般入試
　　　志願者倍率　３．４倍
　・学校長推薦入試
　　　志願者倍率　１．０倍
　・自己推薦入試
　　　志願者倍率　１．３倍
　・ＡＯ入試
　　　志願者倍率　１．５倍
　また、アドミッション・ポリシーをより
反映した入試にするため、平成29年
度入試の結果を踏まえ、各学科の
入試内容(入試形態・募集人員・面
接及び試験問題の内容等)の見直し
を行う。

ア　県内出身者をはじめとする志願者
の確保に向け、イ～キの方策に取り組
み、次の入試形態ごとの目標を達成す
るよう努めた。
　・一般入試
  　  目標志願倍率　３．４倍に対し
て、　３．４８倍
　・学校長推薦入試
    　目標志願者倍率１．０倍に対し
て、　１．０６倍
　・自己推薦入試
　　　目標志願者倍率１．３倍に対し
て、１．５９倍
　・ＡＯ入試
　　　目標志願者倍率１．５倍に対し
て、　１．４６倍
　志願倍率については全体で２．０６倍
となり、概ね目標を達成できた。さら
に、次年度入試に向けて各学科の入
試内容（入試形態・募集人員・面接及
び試験問題の内容等）の見直しを行う
こととした。

Ａ

・入試形態ごとの目標を
達成するよう努めたか。

Ａ 61

イ　入試状況や入学者の追跡調査結
果等の分析とともに、志願者確保のた
めの広報活動について不断に検証を
行い、その充実を図る。

イ　入試状況や入学予定者調査等
の分析をもとにして、志願者確保の
ための効果的な広報活動について
検討する。

イ　昨年度の入試状況と入学予定者
調査等の分析をもとにして、志願者確
保のための効果的な広報活動につい
て検討を行い、高校訪問、オープン
キャンパス、大学説明会の場で活用し
た。
　具体的には、志願動機として「高校
の先生からの紹介」の比重が高いこと
から、高校訪問を積極的に行うととも
に、本学の志願ポイントである「学びた
い学科があるから」「経費が安いから」
という点について積極的にＰＲを行っ
た。また高校訪問時のＰＲ用紙および
入学予定者アンケートについても、質
問項目について検討を行った。

Ａ

・志願者確保のための
効果的な広報活動につ
いて検討したか。

Ａ 62
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自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

ウ　県内を中心とした高校訪問や説明
会の開催などを実施するとともに高等
学校との連携を強化し、県内からの志
願者の確保に努め、その志願者数に
ついては、現行の水準である200名を
上回るよう努める。

ウ　平成29年度入試の結果を踏ま
えながら、県内志願者の増加につな
がる高大連携の方策を検討する。
ⅰ　主に県内高校の進路担当教員
を対象とした大学説明会を開催す
る。
ⅱ　引き続き丹念に高校訪問を実
施するとともに、高校側への説明事
項を訪問者に徹底する。
ⅲ　６月の高校訪問に加えて、学校
長推薦入試後に、主に県内高校を
対象とした訪問を実施する。
ⅳ　学生特使の実施時期及び員数
配分を各学科の進路の実情に応じ
て継続的に検討し、実施する。

ウ
ⅰ　６月に県内高校教員向け説明会
を栄養大と合同で行い、県内26校が
参加した。説明会では質問も多く、本
学のＰＲを十分に行うことができた。
ⅱ　６月から７月にかけて、東北、信
越、北関東を中心に高校訪問を行っ
た(本学の特色、入試内容、オープン
キャンパスの説明)。今年度は北陸地
方への訪問の代わりに入学実績のある
北海道を訪問し、訪問校数は227校で
あった。今後も優先度が高い高校への
訪問と、本学への受験実績のない高
校への新規訪問を行っていく。
ⅲ　今年度は一定数の志願者があっ
たため、学校長推薦入試後の高校訪
問は実施しなかったが、効果があるの
で今後定例化したい。
ⅳ　今年度は夏季、冬季あわせて53
名の学生特使を派遣した。
　このほか、高校訪問の成果が表れて
おり、自己推薦では志願者が増加し、
一般入試でも一定数の志願者が確保
できた。

Ａ

・県内志願者の増加に
つながる高大連携の方
策を検討したか。

Ａ 63

エ　オープンキャンパスの一層の充実
を図るため、参加者アンケートにより
ニーズを確認し、開催時期やプログラ
ム全体の見直しを行う。

エ　平成28年度の実施状況及び参
加者アンケート結果を踏まえ、開催
時期及び実施内容の継続的な検討
を行い、参加者にとって参加しやす
く、本学の特色をより効果的に伝えら
れる内容に改善する。

エ　前年度のオープンキャンパス参加
者アンケート結果に基づいて検討した
結果、オープンキャンパスの開催時期
は前年度と同時期とした。参加者は第
１回目148名、第２回目292名の合計
440名で前年度とほぼ同数であった。
　参加者アンケートから実施内容に関
して概ね良い回答が得られたが、在学
生との交流会、個別進学相談会への
参加が少ないことから、次年度の実施
方法について各学科において検討し、
個別進学相談会は各学科で実施する
こととした。また、次年度の第２回目の
開会行事は収容人数以上の参加が見
込まれるので現在の１教室から２教室
に増やすこと、奨学金の説明を積極的
に行うこと、サークル紹介の参加者が
少数だったので改善策を検討すること
とした。

Ａ

・実施状況等を踏まえ、
内容の改善を行った
か。

Ａ 64
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自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

オ　学科紹介動画の作成等により大
学ホームページを充実させるとともに
大学案内等による広報活動を強化す
ることにより、全国有数の総合短期大
学である本学の特色をアピールし、優
秀な学生の確保に努める。

オ　入試情報・大学情報のより効果
的な提供方法を検証する。
ⅰ　大学ホームページを重要な情報
発信媒体として捉え、総合短期大学
である点などの本学の特色及び入試
やオープンキャンパスの情報が分か
りやすく伝わる内容に改善する。
ⅱ　ホームページ以外の効果的な
情報提供媒体の利用について、さら
に検討する。
ⅲ　ＳＮＳを利用した広報活動を積極
的に行う。

オ
ⅰ　本学ホームページのトップページ
に、各入試の出願期間等の情報を大
きく表示した。
ⅱ　８月にＡＯ入試と学校長推薦入試
の情報を記載したダイレクトメールを
650枚（東北・新潟地方、短大文系志
望の受験生)、入試日程のポスターを
290枚(高校訪問対象校、本学への入
学実績校)発送した。また、キャンパス
バッグを栄養大共用で1500個作成
し、オープンキャンパスで配布した。
ⅲ　オープンキャンパス開会行事、大
学説明会で大学案内を上映したほ
か、ＳＮＳ（ＬＩＮＥ）を利用して入試日程
等を発信した。

Ａ

・入試情報・大学情報の
より効果的な提供方法
を検証したか。

Ａ

○ホームページには、オープン
キャンパスの概要だけでなく、
具体的に何ができるか何が得
られるのかを記載いただきた
い。

65

カ　より多くの優秀な志願者・入学者を
確保するため、出願方式のさらなる改
善を図り、入試形態についても多角的
に検討し、不断に改善を行う。
　また、学科間の志願者の偏りを是正
するための方策についての検討を行
う。

カ　より多くの志願者確保のため、平
成29年度入試の結果を踏まえ、入
試内容(入試形態・募集人員・出願
資格、出願方式等)及び入試会場に
ついて検討する。

カ　今年度は各入試で十分な志願者
数と合格者数を得ることができた。
　入試結果を踏まえ31年度入試の入
試形態と募集人員の見直しを各学科
ごとに行うとともに、庄内会場と仙台会
場の試験会場について検討し、31年
度も両会場で実施することとした。

Ａ

・入試内容及び入試会
場について検討したか。

Ａ 66

キ　新学務システム導入の利点を活
かし、各種入試情報の一元的な整備
とその活用を図り、志願者確保に努め
る。

キ　新学務システムを利用し、引き
続き志願者確保に向けたデータの作
成及び入試情報管理を行う。

キ　効果的な高校訪問を行うために、
６月の高校訪問では新学務システムを
利用して在学生や志願者が多い高校
を選び出し、それらの高校を重点的に
訪問した。

Ａ

・新学務システムを利用
し、志願者確保に向けた
データの作成及び入試
情報管理を行ったか。

Ａ 67
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自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

(4) 学生支援の充実
①　学修支援

ア　担任制を継続し、入学時から卒業
時まで、卒業後の進路選択も見据え
たきめ細かな履修相談、履修指導を
行う。
　また、オフィスアワーや電子メールを
利用した修学支援も継続して行う。

ア　今年度も継続して、｢学生生活の
手引 平成29年度｣に｢担任への相
談｣、｢教員への相談(オフィスア
ワー)｣を掲載する。
　また、ほとんどの教員が｢教員への
相談｣備考欄に｢この時間帯以外でも
随時受け付けます｣旨の記述を加え
ているが、引き続き学生が教員に円
滑に相談できる環境整備を検討す
る。

ア　今年度も継続して、｢学生生活の
手引｣に｢担任への相談｣、｢教員への
相談(オフィスアワー)｣を掲載した。
　また、ほとんどの教員が｢教員への相
談｣備考欄に｢この時間帯以外でも随
時受け付けます｣旨の記述を加え、引
き続き学生が教員に円滑に相談でき
る環境整備に努めた。

Ａ

・学生への学修支援を
継続したか。
・学生が教員に円滑に
相談できる環境整備を
検討したか。

Ａ 68

イ　学長や理事等と学生との対話の場
を年２回程度設け、また、学生アン
ケートの実施により、学生の意見を反
映させたより望ましい学内教育環境を
整備する。

イ　学生と理事との懇談会を引き続
き実施し、学生の率直な意見の収集
に努める。

イ　学内外理事及び審議会委員(13
名)、ＳＤＦＤ委員会(２名)、米沢栄養
大学と米沢女子短期大学の学生(12
名)による、理事等と学生との懇談会を
実施した。懇談会では学内や学寮、地
域のこと等について活発な意見交換が
行われ、意見集約後、整備できる案
件については取組みを行った。
【補足】
懇談会の開催は１回であったが、
それ以外に学生アンケートを実施
し、学生の意見収集に努めた。
（連番57のとおり。）

Ａ

・理事・学生懇談会を開
催し、学生の意見の収
集に努めたか。

Ａ 69

ウ　学生が自主的学習を積極的に行う
ことができるよう、合同研究室などの自
学自習施設や設備の充実を図る。

ウ　学生が自主的学習を積極的に
行うことができるよう、各学科合同研
究室などの自学自習施設・設備の
充実に向け、利用状況を定期的に
確認し、適切な運用を行う。

ウ　各学科合同研究室などの施設・設
備の充実を図るために、利用状況の確
認を随時行い、適切な運用を行った。

Ａ

・自学自習施設・設備の
充実に向け、利用状況
を確認し、適切な運用を
したか。

Ａ 70
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自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

エ　障がいのある学生、社会人、留学
生、科目等履修生といった、多様な学
生のニーズに応える履修サポート制度
の充実を図る。

エ　教職員に対する障害者差別解
消法に基づく職員対応要領を周知
し、本法人における対応の適正化を
図るとともに、障がいのある学生に対
する配慮などの基本的な考え方を検
討するとともに、留学生などに対する
チューター制度実施規程及び障が
い学生のノート・テイカー制度実施規
程に基づき適切な支援を行う。
　また、限りある資材を活かして、障
がいをもった学生の学修環境の強化
に繋げられるよう、既存の設備、人
的環境について検討する。

エ　障がいを理由とする差別の解消の
推進に関する教職員対応要領の周知
を行った。今年度はチューターやノー
ト・テイカー制度の利用を必要とする学
生はなかったが、障がいのある学生の
学修環境について検討しつつも、実際
に大学として支援できる範囲等さらに
検討を進めることとした。 Ａ

・各種履修サポート制度
に基づき適切な支援を
行ったか。
・障がいをもった学生の
学修環境の強化に繋げ
られるよう、既存の設
備、人的環境について
検討したか。 Ａ

○障がい者対応は、学生確保
や在学生のインクルーシブ教
育にもつながる。大学の対応
力を広く周知してはどうか。

71

オ　市内循環バス利用に対する助成
や冬期間における学寮・大学間の交
通手段の確保支援を行うなど、通学の
利便性向上を図る。

オ　市内循環バスについて、引き続
き学生への運賃半額補助の助成を
行うとともに、冬期間における学寮・
大学間の交通手段の確保について
は、平成28年度と同様に通学バス
の運行支援を行う。

オ　市内循環バスについては、学生へ
の運賃半額補助の助成を行った。ま
た、冬期間における学寮・大学間の交
通手段の確保は、昨年度と同様に実
施した。
【補足】交通手段の確保支援の内
容 連番２４と同じ

Ａ

・通学利便性の向上の
ための利用料金助成を
行ったか。
・冬期間における学寮・
大学間の交通手段の確
保について、通学バスの
運行支援を行ったか。

Ａ 72

②　生活支援
ア　全学的な学生支援を行うことに努
め、学生相談等メンタルヘルスに関す
る支援体制をさらに充実させるととも
に、看護師等との密接な連携を図り、
総合的な支援を行う。

ア　全学的な学生支援に努め、学生
相談等メンタルヘルスに関する支援
体制をさらに充実させるとともに、看
護師等との密接な連携を図り、総合
的な支援を行うために、教職員、看
護師、カウンセラーなどの支援体制
を点検し、より充実させる。そのため
に学生委員会委員と看護師・カウン
セラーとの連絡会議を必要に応じて
もつなどの改善策を検討する。

ア　総合的な学生支援を行うための、
教職員、看護師、カウンセラーとの連
携を機能させることができた。
【補足】連携内容
ケースによって、看護師や教員、
事務局が情報を共有し対応してい
る。

Ａ

・学生相談等メンタルヘ
ルスに関する支援体制
を充実させたか。

Ａ 73

イ　学資等が十分でなく学生生活が困
難な学生については、成績や家庭環
境等を総合的に勘案し、一定の条件
のもと、授業料減免制度や奨学金制
度を活用し支援する。

イ　学資等が十分でなく学生生活が
困難な学生については、成績や家庭
環境等を総合的に勘案し一定の条
件のもと、授業料減免制度や奨学金
制度を活用し支援するとともに、それ
ら制度の審査基準の見直しにより制
度の拡充につなげる。
　また、三宅奨学金、学生支援機構
の奨学金、教育振興会奨学金の学
生への周知を深め、幅広い修学支
援を実施する。

イ　授業料免除制度については、４月
のガイダンスと掲示により周知を深め
た。また、学生支援機構の奨学金につ
いては、説明会を４～６月に計４回
行った。利用状況の把握も定期的に
行った。
【補足】審査基準の見直し
審査基準の見直しについては、日
本学生支援機構の基準に合わせて
行っている。直近では以下の２点
について、平成29年４月１日付け
で施行した。
①母子・父子世帯に係る控除額の
増額②多子世帯に係る控除額の新
規追加

Ａ

・授業料減免制度や奨
学金制度を活用し支援
するとともに、それら制
度の審査基準の見直し
により制度の拡充につな
げたか。
・学生支援機構奨学金
等の周知を深めたか。 Ａ 74
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

ウ　課外活動や学園祭等の学生の自
主的な活動を支援するとともに、学生
自治会や学寮入寮者と大学との意見
交換会を定期的に開催し、出された意
見等を大学運営に活用する。

ウ　課外活動や学園祭等の学生の
自主的な活動を支援するとともに、
大学と学生自治会・学寮との意見交
換会を定期的に開催し、学生生活
全体を支援する。

ウ　大学と学寮との意見交換会である
寮務寮生会議を６月と12月に開催し
た。
　また、自治会との意見交換を12月に
開催した。

Ａ

・意見交換会を定期的
に開催し、学生生活全
体を支援したか。 Ａ 75

③　キャリア支援
ア　就職・編入学等、学生が希望する
進路を自らの力によって開拓できるよ
う、キャリア支援センターの施設拡充を
含めた利用機能の一層の充実を図る
とともに、本学への入学希望者増加に
つながる総合的なキャリア支援策につ
いて不断に検証し、着実に実施する。

ア　総合的なキャリア支援内容の充
実及びキャリア支援センター体制の
充実を図る。
ⅰ　キャリア形成のための各種講座
等を検証し、内容の充実を図る。
ⅱ　学生相談や進路情報提供を検
証し、内容の充実を図る。
ⅲ　キャリア支援センターの体制につ
いて検証し、内容の充実を検討す
る。
ⅳ　米沢栄養大学との連携を強化
する。

ア
ⅰ　学生アンケートに基づき、随時検
証しながらキャリア支援計画上の事業
を確実に実施した。また今年度新た
に、各種ガイダンスの動画閲覧等を
行った。
ⅱ　キャリア支援センター職員と教員
が一体となって、学生のフォローを行い
ながら学生相談や進路情報提供を随
時実施した。
ⅲ　キャリア支援センターでは、年間
1,952件の個別相談に丁寧に対応し
た。就職活動が本格化する４～６月の
繁忙期のセンター職員の負担軽減の
ため、今年度多かった質問に対する回
答をあらかじめガイダンスで説明する
等、効率化を図ることとした。
ⅳ　公務員講座や就活メイクレッスン
講座など、両大学に共通して適用でき
る講座については、連携して効率的に
実施した。

Ａ

・総合的なキャリア支援
内容の充実及びキャリア
支援センター体制の充
実を図ったか。

Ａ 76
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

イ　就職希望者の就職率100％を目
指し、学生相談の充実、求人情報の
積極的な提供、公務員講座をはじめと
する各種講座の年間30回程度の開
設、インターンシップ制度の充実、各種
資格取得への支援などを継続して実
施する。

イ　就職希望者の就職率向上を目
指し、各種支援を実施する。
ⅰ　就職希望者のための各種講座
等を検証し、内容の充実を図る。
ⅱ　学生指導員の配置と企業訪問
について検証し、より効果的な対応
を検討する。
ⅲ　学内企業説明会の開催及び学
外での企業説明会への支援につい
て検証し、必要な改善を行う。
ⅳ　体験者の増加に向け、インター
ンシップへの学生の参加を支援す
る。
ⅴ　受験者の増加に向け、資格取得
を支援する。
ⅵ　労働・雇用関係者・ＯＧと協力し
た情報提供や就職活動支援などに
ついて検証し、その充実を図る。

イ
ⅰ　学生アンケートに基づき、キャリア
支援計画を着実に実施し、資格支援
のうち次年度のTOEICの助成増加を決
定した。
ⅱ・ⅲ　本年度、キャリア支援センター
職員が72社を企業訪問（うち新規開
拓32社）し、学内合同企業説明会
（春、秋）には延べ57社（うち新規開拓
13社）の企業が参加した。また今年度
より三大学合同企業説明会に参加し、
従来接点のなかった企業への就職活
動が可能になった。学外説明会への
支援では、宮城・山形市の企業説明
会バス運行を支援した。
ⅳ　本年度の参加希望者は15名、う
ち参加者11名、受入先は８箇所で昨
年度並みであったが、事前・事後研修
を就職支援事業の中に組み入れ、研
修参加を義務付けた。
ⅴ　今年度の支援対象のTOEIC（IP／
公開）は59名、日商PC検定は50名、
経産省情報処理技術者試験（各級）
は14名、日商簿記（各級）は10名、ピ
アヘルパーは66名と、ほぼ計画通り受
験者を確保できた。次年度は特に、
TOEIC受験支援を手厚くすることを決
定した。
ⅵ　米沢商工会議所主催の各種意見
交換会に、センター長・教員が参加し、
意見交換・開拓に努めた。またＯＧが
勤務する企業の説明会を実施し、学
生への情報提供・就職活動支援を
行った。

Ａ

・就職希望者の就職率
向上を目指し、各種支
援を実施したか。
・H25年度卒就職率
 94.9％（健栄含む）
・H26年度卒就職率
 95.2％（健栄含む）
・H27年度卒就職率
 96.0％
・H28年度卒就職率
 98.4％
・H29年度卒就職率
 97.4％
【補足】学生指導員・企
業説明会の検討
ⅱの学生指導員の配置に
ついて検証し、キャリア
カウンセラーの資格を持
つ専門家等の配置につい
て必要性が認められたこ
とから、平成30年度から
キャリア教育担当の教員
の採用とキャリア支援セ
ンターとの連携体制を構
築する準備を行った。
また、企業訪問について
の効果性・効率性を検証
し、多くの企業が一堂に
集まるガイダンス等の情
報交換会の場を活用して
名刺交換、本学のＰＲ及
び求人依頼するなど最小
経費で最大効果が出るよ
う工夫した。

Ａ 77
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

ウ　編入学希望者の編入学率100％
を目指し、小論文添削指導、面接訓
練、模擬問題の学習、編入学対策講
座の開催などの支援策を継続して実
施する。

ウ　編入学希望者の合格率向上を
目指し、各種支援を実施する。
ⅰ　編入学希望者のための各種講
座、情報提供等について検証し、そ
の充実を図る。
ⅱ　編入学英語・小論文指導を行う
指導員の配置について検証する。

ウ　学生アンケートに基づき、随時検証
しながら、下記のようなキャリア支援計
画上の事業の確実な実施により、編入
学率100％を達成した。
ⅰ　各種講座のほか、今年度の新た
な取り組みとして、キャリア支援セン
ター主任による編入学対策のための
朝学習会を開催し、学力向上を図っ
た。
ⅱ　編入学英語指導を行う指導員及
び小論文指導を行う指導員を配置し、
添削指導を実施した。
【補足】指導員の配置の検証
指導員の配置については、編入学
試験合格にとって大きな比重を占
める英語試験についての指導・支
援をさらに一層手厚くするため、
これまでの英語及び小論文の添削
指導を行う指導員に加え、新たに
英語朝学習会を行うための指導員
を配置した。

Ｓ

・編入学希望者の合格
率向上を目指し、各種
支援を実施したか。

Ｓ

○希望者の編入学率100%を
達成したことは、新たな朝学習
会などの支援の成果であり、高
く評価できる。

78

エ　新学務システムの活用により、学
生への一層充実した就職・編入学情
報の提供を行うとともに、教員とキャリ
ア支援センターが一体となったよりきめ
細かな支援体制を構築する。

エ　新学務システムを活用し、編入
試験受験校の全学的な把握等、学
生及び教職員に対して就職・編入学
情報の提供を行うとともに、学生の進
路希望など情報の収集に努め、その
情報を検証しながらさらなる支援を
検討する。

エ　各種ガイダンスにおいて、学生に
対し就職活動支援システムへの入力
を指導した。
　また、学務システムの改修により、今
年度後期から外部からの就職活動支
援システムへのアクセス及び入力が可
能となり、学生の利便性の向上及び進
路情報の収集の効率化が図られた。
今後は全学生がアクセス・入力するよ
う、学生への周知を一層図っていく。

Ａ

・新学務システムを活用
し、学生及び教職員に
対して就職・編入学情
報の提供を行うととも
に、学生の進路希望な
ど情報の収集に努め、さ
らなる支援を検討した
か。

Ａ 79

２　研究に関する目標を達成するための措置
(1) 研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信

ア　本学の専門領域の多様性を踏ま
えて、理事長等の判断により配分先を
決定できる資金支援制度により、個人
研究の一層の推進に努める。

ア　科学研究費補助金等の採択に
向けて、本学の資金支援制度を活
用し、引き続き教員の取組みへの助
成を行う。

ア　科学研究費補助金等の採択に向
けて、本学の資金支援制度を活用し、
教員の取組みへの助成を４件実施し
た。 Ａ

・大学の資金支援制度
を活用し、教員の取組
みへの助成を行ったか。

Ａ 80

イ　外部研究資金の助成制度の仕組
みや申請方法についての研修会を開
催し、科学研究費補助金の申請につ
なげる。

イ　学内の外部資金既得研究者の
協力を得ながら、これから外部資金
獲得を目指す学内研究者との連絡
をより密にし、科学研究費補助金等
の申請につなげる。
　また、既得研究者による学内向け
情報の共有の仕組みを検討する。

イ　外部資金既得研究者による学内
向け情報の共有方法について検討を
行い、試験的に５月に外部資金獲得
に向けた戦略的研究の報告会を実施
した。

Ａ

・科学研究費補助金等
の申請につなげる取り組
みを行ったか。
・既得研究者による学
内向け情報の共有の仕
組みを検討したか。

Ａ 81
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

ウ　教員の研究成果に関する広報活
動を徹底するとともに、インターネット上
での研究者登録などにより、教員一人
ひとりの専門領域についての情報を地
域のみならず広く社会に発信する。

ウ　教員の研究成果や専門領域など
を発信するために、学術機関リポジト
リへの公開を開始している。現段階
では紀要及び生活文化研究所報告
をその公開対象としているが、学内
で刊行されている学術誌についても
順次公開できるように検討を始め
る。

ウ　学内で刊行されている学術誌につ
いては、｢米澤國語國文｣及び｢米沢史
学｣を対象とし、後期に検討を開始し
た。山形大学などの他大学の公開規
程を参考にして、本学に適した規程に
ついての検討を行った結果、関係法令
の改正を待って規程を定めるための準
備を行った。

Ａ

・学内で刊行されている
学術誌について順次公
開できるように検討を始
めたか。

Ａ 82

エ　本県の地域課題の解決につながる
研究に積極的に取組み、その成果を
論文寄稿等により公表する。

エ　生活文化研究所を中心に県民
や社会に貢献する地域課題に密着
した研究を推進し、研究水準の向上
と研究成果の地域への発信を行う。

エ　地域の研究者を交えての｢共同研
究｣を７件実施した。その成果について
は、次年度に成果報告会を開催する
予定。

Ａ

・地域課題に密着した研
究を推進し、成果を発
信したか。

Ａ 83

(2) 研究の実施体制の充実
ア　研究活動を適切に評価できるよう
評価体制を充実させ、優れた研究成
果をあげた場合に、適正な評価による
優遇措置等を実施できる環境を構築
する。

ア　教員の業績評価の中で優秀な
業績に対しての優遇措置として特別
研究費の交付を行う方向でその仕
組みを検討する。

ア　平成30年度から教員の業績評価
の中で、優秀な業績に対しての優遇措
置として、特別研究費の交付を行う方
向で体制の整備を行うこととした。 Ａ

・優遇措置として特別研
究費の交付を行う方向
でその仕組みを検討し
たか。 Ａ 84

イ　研究活動に必要な施設や設備、
備品について定期的な点検調査を実
施し、計画的な整備及び改修を実施
する。

イ　より充実した研究活動を保証す
べく、施設、設備、備品等について
不断に検証を行い、計画的な整備
を講じていく。

イ　より充実した研究活動に資するべ
く、施設、設備、備品等についての検
証を事務において不断に行った。引き
続き将来構想とも関連させながら計画
的な整備を行うため、予算措置等を含
め更に検証を重ねていく。

Ａ

・施設、設備、備品等に
ついて不断に検証を行
い、計画的な整備を講
じたか。 Ａ 85

ウ　教員と事務職員の担当すべき業
務内容を点検し、役割の明確化を図
ることにより、教員が教育、研究及び学
内業務に専念でき、研究実施体制の
強化につながる適正な運営体制を構
築する。

ウ　教員、事務職員の適切な役割分
担のもと、効果的な教育や研究の推
進を図ることができる支援体制を検
討する。

ウ　他大学の分担状況や支援状況等
の情報収集を行い、本学での実施の
可能性や効率性を検討した。

Ａ

・適切な役割分担のも
と、効果的な教育や研
究の推進を図ることがで
きる支援体制を検討し
たか。

Ａ 86
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

エ　生活文化研究所について、その活
動内容及び名称を検証し、その位置
付けを明確にしたうえで、地域連携・研
究推進センターとの役割分担も含めて
機能の拡充を図る。

エ　これまでの検討により当面の生
活文化研究所の役割や栄養大の地
域連携･研究推進センターとの役割
分担を明確にしたことから、公開講
座や共同研究、子ども大学などの活
動を推進するとともに、引き続き機能
拡充を検討する。

エ　公開講座は10回、子ども大学は２
件（延べ４日間）実施した。
　機能拡充については、短大の将来構
想と関わる大きな案件であることから、
次年度以降も検討することとした。
　また、共同研究の成果や公開講座
の内容を発信する方法について検討
し、具体的な方法を次年度以降も継
続検討することとした。

Ａ

・公開講座や共同研
究、子ども大学などの活
動を推進するとともに、
引き続き機能拡充を検
討したか。

Ａ 87

オ　教育研究の質の向上のために、特
に若手教員に対する長期学外研修制
度を引き続き実施するとともに、不断
に検証を行い、必要に応じて改善を行
う。

オ　平成28年度は長期研修制度の
利用者がなかったことから、これまで
の聴き取り調査や制度運用に関する
問題点等を整理する。
　また、利用者が制度の活用後に学
内者とその経験を共有できる仕組み
を検討する。

オ　平成29年度も長期研修制度の利
用者はなかったが、次年度は１名の利
用希望があり承認した。また、制度運
用の在り方や問題点を整理するととも
に、利用者が制度の活用後に学内者
とその経験を共有できる仕組みの検討
を行った。
【補足】問題点の整理
シラバスの関係上、長期研修制度
を前期に利用しにくいことが判明
した。また、制度利用への意識が
低いことから、平成30年度に長期
研修制度を活用する教員から、研
修終了後にその経験を発表しても
らう方向で検討することになっ
た。

Ａ

・これまでの聴き取り調
査や制度運用に関する
問題点等を整理した
か。
・利用者が制度の活用
後に学内者とその経験
を共有できる仕組みを
検討したか。

Ａ 88

３　地域貢献に関する目標を達成するための措置
(1) 地域で活躍する人材の輩出

　県内企業や商工会議所等との意見
交換会や本学卒業生の受入先を中心
とした企業への状況調査を行うなど、
地域からの本学に対する人材ニーズ
を把握し教育課程やキャリア支援に反
映させるとともに、行政・関係機関や企
業と連携し、県内をはじめとして卒業生
の活躍の場の拡充に努める。

　地域からの本学に対する人材ニー
ズを把握するため、様々な機会を捉
え情報収集を行うとともに、必要に応
じてアンケート調査などを実施する。
　また、これらの情報を教員・学生に
提供し、就職活動に活かすことがで
きるように努める。

　米沢商工会議所主催の各種意見交
換会に参加し、情報収集や本学のＰＲ
等を行うとともに、米沢方式インターン
シップについて学生への情報提供を
行った。また三大学合同企業説明会
に参加することにより、従来、接点のな
かった地域企業への就職活動が可能
となり、その情報を学生にも提供した。

Ａ

・地域の人材ニーズを把
握したか。
・これらの情報を教員・
学生に提供し、就職活
動に活かすことができる
ように努めたか。

Ａ 89

(2) 教育研究成果の地域への還元
　生活文化研究所を中心に、本学の
多様な教育研究活動及びその成果を
活用し、県内の行政や教育機関をはじ
めとする関係団体、企業及び有識者と
連携して地域貢献を行う。

　昨年度、作成した｢よねたんマル得
活用ブック｣を活用して、県内の行政
や教育機関をはじめとする関係団
体、企業及び有識者、地域からの要
望に応えて地域貢献を進める。

　｢よねたんマル得活用ブック｣の配布
及び本学ホームページへの掲載によ
り、地域貢献活動の広報を行った。
【補足】配布場所
置賜管内の小中学校及び県内の高
等学校並びに全市町村に送付し
た。

Ａ

・｢よねたんマル得活用
ブック｣を活用して、地域
貢献を進めたか。

Ａ 90
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

(3) 他大学との連携
　｢大学コンソーシアムやまがた｣の活
動に積極的に参画するとともに、県内
他大学と教職員や学生の交流等を通
じて実効性のある連携を図る。

　これまでと同様に｢大学コンソーシ
アムやまがた｣の活動に積極的に参
画する。
　また、平成30年度からの米沢栄養
大学との単位互換の可能性につい
て、引き続き栄養大の意向を踏まえ
ながら検討を行う。

　引き続き「大学コンソーシアムやまが
た」の活動に参画した。栄養大学との
単位互換については、具体的な科目
の絞り込みを行い、平成30年度に前
倒しで実施できるよう検討を前進させ
た。

Ａ

・大学コンソーシアムや
まがたの活動に参画し
たか。
・米沢栄養大学との単
位互換の可能性につい
て、引き続き栄養大の
意向を踏まえながら検
討を行ったか。

Ａ 91

(4) 高等学校等との連携
　高校と連携して相互のカリキュラムの
調整や高校での生活状況の情報交換
など、より進んだ高大連携のあり方を
検討する。
　また、高校生への本学教員による出
前講義等を通じ、地域教育への貢献
を行う。

　高大連携科目の充実、出前講座
の実施、情報交換の活性化などに
努めながら、高校との連携を一層強
化する。

　今年度は高大連携で高畠高校から
２名の受講があった。また米沢東高校
に本学の教員が赴き出前講座を行う
等、地域教育への貢献を行った。
　さらに、情報交換の活性化などに努
めながら、高校との連携をより一層強
化した。
【補足】情報交換の活性化
出前講座などの際に高校の先生方
と高大連携のありかたや高校・大
学の実情について意見交換をし
た。

Ａ

・高校との連携を強化し
たか。

Ａ 92

(5) 県民への学びの機会の提供
　開かれた高等教育機関として、地域
のニーズに即した公開講座等を年10
回程度実施するなど、生涯学習の機
会を提供する。

ⅰ　地域のニーズに即した公開講座
等を年10回程度実施する。
ⅱ　昨年作成した｢よねたんマル得
活用ブック｣を本学のホームページ
上にアップして、さらに学外から利用
しやすくする。

ⅰ　公開講座を10回実施した。
ⅱ　｢よねたんマル得活用ブック｣を本
学のホームページ上にアップし、学外
からも見ることができるようにした。 Ａ

・地域のニーズに即した
公開講座等を年10回
程度実施したか。
・｢よねたんマル得活用
ブック｣をホームページ
上にアップし、利用しや
すくしたか。

Ａ 93

４　国際交流に関する目標を達成するための措置
ア　｢海外語学実習｣をより充実させ、
姉妹大学等との交流を一層推進す
る。

ア　｢海外語学実習｣については、こ
れまでの事業内容や参加状況を踏
まえ、より一層の充実に向けて検討
する。

ア 「海外語学実習」について、これま
での実施状況に鑑み、参加者の負担
軽減を目指して、短期間集中的に実
施した。

Ａ

・海外語学実習のより一
層の充実に向けて検討
したか。 Ａ 94

イ　地域の国際交流活動への積極的
な参加などを通じ、国際感覚のある学
生の育成に努める。

イ　学園都市推進協議会との連携を
一層強化し、地域の国際交流活動
に積極的に関わっていく。

イ　米沢市学園都市推進協議会ワー
キング委員として栄養大学部長、短大
副学長が定期的に会合に出席し、意
見交換や具体的な提言等を行った。
　また、地域の国際交流のあり方につ
いて、継続的に協議していく必要性に
ついても確認した。

Ａ

・学園都市推進協議会
との連携を一層強化し、
地域の国際交流活動に
積極的に関わっていこう
としたか。 Ａ 95
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自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

ウ　本学教員の国際学会への出席の
支援などを通じ、海外の情報収集に努
め、その成果を教育研究に活用する。

ウ　本学教員の国際学会への出席
をより強く支援するための体制を構
築する。

ウ　出席にかかる費用の支援はある
が、２年制という限られたカリキュラム
の制約等もあり、国際学会への出席を
促すための体制構築については、もう
少し時間をかけて検討していくことにし
た。

Ａ

・教員の国際学会への
出席をより強く支援する
ための体制を構築した
か。

Ａ 96
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第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

１　運営体制の改善に関する目標を達成するための措置
ア　機動的、効率的な法人・大学運営
のため、ガバナンス改革を着実に推進
し、理事長・学長がリーダーシップを発
揮できるよう各理事・管理職がその担
当分野において理事長・学長を補佐
する執行体制を強化する。

ア　法人役員等の改選にあたり、理
事長・学長を補佐する執行体制の
強化を図りながらより機能的、効率
的な法人・大学運営に努める。

ア　法人役員等の改選においては、理
事長・学長を補佐する執行体制の強
化に向け、法人役員会議の中で機能
的、効率的な法人・大学運営について
検討を行った。

Ａ

・執行体制の強化を
図ったか。

Ａ 97

イ　１法人２大学運営方式のメリットを
発揮するため、委員会等学内組織に
ついて不断に検証し、その機能向上へ
の取組みを進める。

イ　委員会等の組織やその運営につ
いては不断に検証し、適宜必要な見
直しを行う。

イ　委員会等の組織やその運営につい
て不断の検証を行うとともに、教授会
等において時宣を得た議論を行うこと
で情報共有を図った。
【補足】
委員会の運営状況については、８
月を除く毎月の教授会において報
告し、情報の共有を行うととも
に、活動の検証を行った。また短
大の将来構想を検討するにあた
り、３つのワーキングを立ち上げ
る等、必要性に応じて柔軟に対応
した。

Ａ

・委員会等の組織やそ
の運営については検証
し、必要な見直しを行っ
たか。

Ａ 98

ウ　透明性を確保し開かれた大学運
営を推進するため、学外有識者や専
門家の理事や審議会委員への積極的
な登用を図る。

ウ　理事や教育研究審議会委員の
改選にあたり、幅広い見地から、適
材の委員等の選任、登用を行う。

ウ　理事や教育研究審議会委員の改
選においては、幅広い見地を大学運
営に活かすために、学外有識者や専
門家等、適材の委員等の選任・登用
を行っている。
【補足】委員等の選任・登用状況
平成29年度は経営審議会の学外委
員として、地域との連携や人材育
成に詳しい地元の専門家を登用し
た。また米短大の教育研究審議会
委員には、大学運営に直接携わっ
ている他大学の教員や、入試制度
改革を見据えた中央の専門家を登
用した。

Ａ

・幅広い見地から、適材
の委員等を選任、登用
したか。

Ａ 99
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自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

２　教育研究組織の改善に関する目標を達成するための措置
ア　教育研究体制の改善・充実を図る
ため、外部有識者からの助言を求める
とともに、外部資金獲得や運営費交付
金の活用などを通じて優れた教育研
究を実施するための組織的取組みを
強化する。

ア　学長裁量費を活用しての、外部
資金獲得に向けた研究を奨励し、全
学的な研究･教育力向上の意識化
を促す。
　また、学長裁量費の活用後に外部
資金を獲得する取組みを学内者と
共有する方策を検討する。

ア　米沢栄養大学では文部科学省の
補助事業を活用して、７月下旬に外部
講師を招聘し、外部資金獲得に向け
た研修会を開催した。若手研究者にも
分かりやすい内容であったことから、外
部資金応募の意欲向上に繋がった。
　米沢女子短期大学では、学長裁量
費の活用後に外部資金を獲得する取
組みを学内者と共有する方法につい
て話し合い、試験的に５月に外部資金
獲得に向けた戦略的研究の報告会を
実施した。

Ａ

・外部資金獲得に向け
た研究を奨励し、全学
的な研究･教育力向上
の意識化を促したか。
・学長裁量費の活用後
に外部資金を獲得する
取組みを学内者と共有
する方策を検討したか。

Ａ 100

イ　長期的な視点から、地域のニーズ
に対応した米沢女子短期大学の教育
研究のあり方について、外部有識者等
の意見を聴取しながら、県と連携した
検討を行う。

イ　米沢女子短期大学の教育・研究
のあり方について、外部有識者はもと
より更に幅広く学内外から意見を聴
取しながら、県と連携して将来構想
についての検討を行う。

イ　将来構想の策定に向けて、学外理
事、県立高校校長、商工会議所等の
外部有識者に意見聴取を行うととも
に、学内役員会や審議会等で検討を
行い、基本方向案を作成し、県担当
部局との意見交換を行った。

Ａ

・教育・研究のあり方に
ついて、意見を聴取しな
がら、県と連携して将来
構想についての検討を
行ったか。

Ａ 101

３　人事の適正化に関する目標を達成するための措置
(1) 人材の確保

ア　教育研究の質の向上及び大学業
務運営の改善に向け、その透明性・公
平性が担保された全学的、長期的視
点に立った水準の高い専門性を有す
る多彩な人材の採用及び昇任のあり
方を検討し、その仕組みづくりを行う。

ア－ⅰ　引き続き、各大学ごとの人
事に関する規程に基づき適切に教
員の採用、昇任を行う。
ア－ⅱ　女性の職業生活における活
躍の推進等といった今日的課題へ
の対応を引き続き検討し、男女共同
参画の推進や、米沢栄養大学にお
ける文部科学省の補助事業(ダイ
バーシティ研究環境実現イニシア
ティブ(連携型))の継続活用に向け、
女性研究者の研究力を充分に発揮
できる研究環境の整備等、その育
成、地位向上のための支援のさらな
る充実を図る。

ア－ⅰ　米沢栄養大学の教員の公募
を行い、地域連携・地域貢献に活躍を
期待できる管理栄養士の資格を有す
る人材を確保した。
ア－ⅱ　米沢栄養大学の教員の公募
において、男女雇用機会均等法の第８
条に定められている｢女性労働者に係
わる措置に関する特例｣を活用し、女
性教員を採用することとした。
　米沢栄養大学における文部科学省
の補助事業において、女性研究者の
研究力を充分に発揮できる研究環境
の整備等、その育成、地位向上のため
の支援の充実に取り組んだ。

Ａ

・規程に基づき適切に教
員の採用、昇任を行っ
たか。
・女性研究者の研究環
境の整備等、その育
成、地位向上のための
支援の充実を図った
か。 Ａ 102

イ　教員の教育・研究力等の強化を目
指し、法人内研修に加え、他機関実
施研修を積極的に活用しながら、研修
制度の保証及び充実を図る。

イ　法人内部の研修並びに他機関
主催の研修についての情報を積極
的に発信し、栄養大・米短大相互協
力を行い内部の質的向上に勉める。

イ　「大学コンソーシアムやまがた」及
び「ＦＤネットワークつばさ」等の学外の
情報、他大学からの研修情報等を学
内に伝え、広報に努めた。

Ａ

・法人内外の研修情報
について、積極的に情
報発信し、内部の質的
向上に努めたか。

Ａ 103
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

ウ　事務職員について、設立団体派遣
職員から法人採用職員への計画的な
切替えを図り、法人の特性にあった専
門性、継続性に配慮した人材の確保・
育成に努める。

ウ　これまで採用したプロパー職員に
対して、引き続き各種研修の受講に
よる大学業務の専門性の修得を図
る。
　また、平成28年度の検討結果を
踏まえ、30年度の採用を決定すると
ともに、募集等その手続きを進める。

ウ　プロパー職員に対し、大学改革支
援に関する研修会を受講させるなど、
大学業務の専門性の修得を図った。
　平成30年度の採用にあたっては、就
職情報サイトを活用する等の募集方法
を改善し、大学事務経験者と教員経
験者の２名を採用することができた。

Ａ

・プロパー職員への適切
な研修を行ったか。
・プロパー職員の募集等
の手続きを進めたか。

Ａ 104

(2) 業績評価制度の構築
ア　栄養大においては、開学時から試
行している教員の業績評価について、
教育活動、研究活動等一定分野ごと
適正に評価する仕組みを検討、試行
のうえ、適切な業績評価制度を早期に
構築し、併せてその評価結果を教員の
処遇に反映させる仕組みを構築する。
　米沢女子短期大学においても、処遇
への反映を含めた適切な業績評価制
度を早期に構築する。

ア　米沢栄養大学については、平成
29年度の業績評価に向けて、業績
評価の結果を教員の処遇に反映さ
せる仕組みを整備する。米沢女子
短期大学については、これまでの試
行結果を反映し、教員業績評価の
本格実施を行う。

ア　米沢栄養大学については、平成
29年度の教員業績評価の結果を平
成30年度の教員の処遇に反映させる
こととし、実施要領を整備した。
　米沢女子短期大学については、平
成29年度から教員業績評価を実施し
た。

Ａ

・栄養大においては、業
績評価結果を教員の処
遇に反映させる仕組み
を整備したか。
・米短大においては、教
員の業績評価の本格実
施を行ったか。

Ａ 105

イ　一部事務局職員において平成26
年度から試行している人事評価につい
ては、本格的に実施するとともに、適正
に評価する仕組みを不断に検証し、適
切な評価制度を構築する。

イ　人事評価(業績評価)について、
補佐級以上から主査級職員までそ
の対象を拡大するとともに、能力・姿
勢評価の実施等を検討し、より適切
な評価制度の構築を図る。

イ　人事評価(業績評価)について、補
佐級以上から主査級職員まで対象を
拡大するとともに、能力・姿勢評価につ
いても試行的に実施し、より適切な評
価制度の構築を図った。

Ａ

・能力・姿勢評価の実施
等を検討し、より適切な
評価制度の構築を図っ
たか。 Ａ 106

４　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置
ア　学生募集、教務就職支援などの
大学特有の事務を処理する組織につ
いて不断に検証し、業務内容の多様
化、業務量の変動に対応できる事務
組織を構築する。

ア　業務内容や業務の多様化を踏
まえて現状を分析し、事務部門の機
能強化、効率化及び合理化の観点
から、引き続き事務組織の見直しを
検討する。

ア　業務内容や業務の多様化を踏ま
え、事務部門の機能強化、効率化及
び合理化の観点から、事務組織の見
直しを検討し、平成30年度にプロパー
職員を新たに２名採用することとした。

Ａ

・事務部門の機能強
化、効率化及び合理化
の観点から、事務組織
の見直しを検討したか。 Ａ 107

イ　事務内容を定期的に点検し、事務
処理の電子化の推進、事務の簡素
化・合理化に努める。

イ　各職員が日頃から業務の効率
化、事務系業務システムの有効活
用等を心がけるとともに、業務遂行
の中で随時業務内容の点検を行
い、改善に努める。

イ　月１回実施する事務局調整会議に
おいて、各担当から翌月の業務予定を
発表することにより、情報を共有して事
務局全体での意思疎通や業務の効率
化を図った。併せて、担当ごとに打合
せを行い、業務内容を改善の視点を
持って点検するとともに、業務の執行
漏れや遅延防止に努めた。

Ａ

・随時業務内容の点検
を行い、改善に努めた
か。

Ａ 108
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第４　財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

１　自己収入の確保に関する目標を達成するための措置
(1) 外部研究資金の獲得

　国や民間研究団体等の競争的資金
や共同研究、受託研究などによる外
部研究資金を確実に獲得できるよう助
成制度の仕組みや申請方法について
の研修会を開催し、全学的に積極的
な資金獲得に努める。

　学内での研究活動におけるコンプ
ライアンス研修による研究倫理教育
を実施し、学内の外部資金既得研
究者の協力を得ながら、研究費補
助金等の申請に有効な情報の収集
に努める。

　研究活動におけるコンプライアンス研
修会を米沢栄養大学では９月下旬、
米沢女子短期大学では４月下旬に実
施し、各教員の研究倫理教育を実施
した。
　また、文部科学省の補助事業を活
用して、外部資金既得情報を学外か
ら収集した。

Ａ

・学内での研究倫理教
育を実施したか。
・研究費補助金等の申
請に有効な情報の収集
に努めたか。

Ａ 109

(2) その他自己収入の確保

　

ア　大学の財政基盤安定のため、授
業料、入学料、入学考査料の安定的
かつ確実な納付の確保を図る。

ア　授業料、入学料等の確実な納
付を図るため、支払遅延者の状況を
把握し、適宜、適切な督促・指導等
を行い、滞納防止に努める。

ア　授業料未納者に対しては督促及
び催告を実施し、前期授業料未納者
４名のうち３名が完納した。後期授業
料の未納者２名についても、確実な納
付を図るため、分割納付とするなど適
切な指導を行った。
　※　H30.3.31現在の未納者は、除籍
者１名、在籍者３名
　　　(H28年度以前未納者１名を含
む。）

Ａ

・支払遅延者に対し督
促・指導等を行ったか。

Ａ 110

イ　施設整備、研究、地域貢献、学生
支援等に充てることを目的にした、個
人や法人からの寄付等を基にする大
学基金を創設するなど多様な収入の
確保について、経営審議会を中心に
検討し、必要に応じて改善を加える。

イ　大学基金について、本法人ホー
ムページ等により積極的に周知を図
るとともに、基金運営委員会の開催
などにより基金の適正管理とその有
効活用を図る。

イ　大学基金について、本法人のホー
ムページに掲載し周知を図った。

Ａ

・イ　大学基金につい
て、積極的に周知を図
るとともに、基金の適正
管理とその有効活用を
図ったか。

Ａ 111

２　経費の効率化に関する目標を達成するための措置
ア　省エネルギー対策、リサイクル利
用等について学内の意思疎通、職員
の意識高揚及び省エネ製品等の積極
的活用を図り、経費の節減に努める。

ア　経費の一層の節減に向け、引き
続き全学的に職員の意識を高め、
冷暖房機器の温度調整、照明の間
引き点灯等による節電やミスコピー
用紙等の再利用、溶解処分によるリ
サイクル等を実施する。

ア　県に準じて夏季の節電計画を見直
し、学内に周知徹底し節電に努めた結
果、目標削減率にはわずかに及ばな
かったものの、昨年度の削減率を上回
ることができた。
　また、ミスコピー用紙等の溶解処分に
よるリサイクルを実施するとともに、蛍
光灯からより節電効果の高いＬＥＤ照
明に順次切替を行った。

Ａ

・経費削減、省エネ等の
取組みを行ったか。

Ａ 112
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中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

イ　管理的経費について、物品備品の
購入方法や契約方法の見直しを進め
るなど、効率的な執行に取り組むこと
により、毎年１．０％以上の節減を目指
す。

イ　管理的経費については、引き続
き経費の節減や効率的な執行を行
い、前年度予算比１．０％以上の節
減を図る。

イ　管理的経費については、経費の節
減や効率的な執行を行い、前年度予
算比１.０％以上の節減を図ることがで
きた。

Ａ

・管理的経費の節減や
効率的な執行を行った
か。 Ａ 113

３　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置
ア　資産の活用については、大学施設
の有効活用とそこからの収益を確保す
るため、施設の有料による地域開放に
ついて広く周知するとともに、不断に検
証し必要に応じ改善を加える。

ア　大学施設の有料での地域開放
について、その使用料を含め本学の
ホームページなどで引き続き周知
し、施設の有効活用を図る。

ア　有料での施設利用状況は横ばい
であるが、新規の施設利用の問い合わ
せもある等、更なる施設の有効活用に
向けて、ホームページによる周知の効
果が表れてきている。

Ａ

・大学のホームページな
どで周知するなど、施設
の有効活用を図った
か。

Ａ 114

イ　資金の運用については、資金管理
規程に基づき安全かつ効果的に行う
ほか、授業料等学生納付金、運営交
付金や研究資金等についても適正に
管理していく。

イ　会計関連規程に基づいた適正な
資金管理を引き続き行うとともに、短
期の定期性預金などにより、安全か
つ効果的に余裕資金を運用し、収
入の増加を図る。

イ　年間の資金計画を策定し、余裕資
金について、短期の定期性預金での
運用を図り、収入の増加に努めた。 Ａ

・適正な資金管理を
行っているか。
・安全かつ効果的に余
裕資金を運用し、収入
の増加を図ったか。

Ａ 115
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第５　自己点検、評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

１　評価の充実に関する目標を達成するための措置
　大学の教育研究水準の維持、向上
を図るため、総合的な自己点検・評価
と改善・改革の作業に継続して取組
み、その内容を公表するとともに、外部
機関による評価制度を活用し質保証
の充実を図る。

　学内において立案・計画する年度
内の年間各業務について、自己評
価改善・ＳＤＦＤ委員会を中心に結果
を検証し、全学的に改善に取り組
む。
　米沢栄養大学においては、外部評
価等で指摘された努力課題について
委員会を中心に問題点を共有し、速
やかに改善策を講じる。
　また、米沢女子短期大学において
は、外部評価等で指摘された努力課
題への対応に加えて、平成25年度
認証評価における指摘事項に関し、
平成28年度委員会において取りまと
めた｢提言に対する改善報告書｣を踏
まえて、引き続き向上に取り組む。

　学内において立案・計画する年度内
の年間業務については、委員会が開
催される都度議題に掲げ、状況を確
認しつつ事業を進めるとともに、問題点
の抽出に努めた。また外部評価等で
指摘された努力課題については、常に
委員会にて確認し、該当部署に適宜
改善策の検討を促した。
　なお、米沢女子短期大学において
は、外部評価等で指摘された努力課
題に対し、５月の教授会と６月の審議
会を経て７月に大学基準協会へ提出
した。

Ａ

・学内において立案・計
画する年間各業務につ
いて、自己評価改善・Ｓ
ＤＦＤ委員会を中心に結
果を検証し、全学的に
改善に取り組んだか。

Ａ 116

２　情報公開の推進に関する目標を達成するための措置
ア　大学運営の透明性を高めるため、
財務状況や大学の目標・計画・外部
評価の結果を広範に公開する。

ア　財務諸表や事業報告書、大学の
年度計画など法人の運営に関する
情報について、積極的かつ速やかに
公表する。

ア　財務諸表や事業報告書、大学の
年度計画等の法人の運営に関する情
報については、ホームページにおいて
積極的に公表している。

Ａ

・財務諸表等速やかに
公表したか。

Ａ 117

イ　大学の特色や魅力を広く内外に発
信するため、大学ホームページや大学
案内など多様な情報発信媒体の充実
及び有効活用を図るとともに、多様な
媒体・機会を通じて広報の強化を図
る。

イ　大学案内を作成するとともに、
ホームページの効果的活用やその
他の情報発信媒体の利用についても
検討する。

イ　大学案内を作成するとともに、ホー
ムページの効果的活用として、公開講
座の内容を発信するようにしている。そ
の他の情報発信媒体の利用について
はＳＮＳ（ＬＩＮＥ）の活用を実施してい
る。

Ａ

・ホームページの効果的
活用やその他の情報発
信媒体の利用について
も検討したか。

Ａ 118

ウ　情報公開制度及び個人情報保護
制度の理解に努め、開示請求に適切
に対応するとともに、個人情報を含ん
だ情報の適切な管理運用を行う。

ウ　平成28年から導入されたマイナ
ンバーを含めた個人情報の取扱いに
ついて常時点検を行うとともに、個人
情報の開示請求に対しては適切に
対応する。

ウ　個人情報の取扱いについては定期
的に点検を行うとともに、適正に取り
扱った。個人情報の開示請求の実績
はなかった。

Ａ

・個人情報の取扱い、開
示請求に対して適切に
対応したか。 Ａ 119
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第６　その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

１　安全管理に関する目標を達成するための措置
ア　労働安全衛生法等関係法令及び
学内規程に基づき、職員の健康管理
を含めた安全衛生管理体制の充実を
図る。

ア－ⅰ　学内衛生委員会において
議論しながら、職員の健康管理の徹
底、職場巡視の実施による職場環
境の改善を行い、安全・安心な教育
研究環境を維持する。
ア－ⅱ　ストレスチェック制度の運用
など、メンタルヘルス対策の強化に
取り組む。

ア－ⅰ　衛生委員会を定期的に開催
し、職員の健康管理の徹底や職場巡
視により、職場環境の維持改善、安
全・安心な教育研究環境の維持に努
めた。
ア－ⅱ　ストレスチェックを実施するとと
もに、メンタルヘルス対策として、「ここ
ろと体のリフレッシュ講座」を実施した。

Ａ

・安全、安心な教育研
究環境を維持したか。
・メンタルヘルス対策の
強化に取り組んだか。

Ａ 120

イ　学内施設・設備及び大学周辺の防
犯・安全対策の状況を適時点検し、関
係機関との連携強化を図り、事故犯罪
による被害の未然防止に努めるととも
に、事故・災害等の発生に備えた危機
管理マニュアルを随時点検・整備し、
有事を想定した実践的な訓練を行う。

イ　危機管理規程に基づき、引き続
き事故・災害等の発生に備えた危機
管理マニュアルの点検・整備を行う
とともに、有事を想定した実践的な
訓練を実施する。

イ　事故・災害等の発生に備えた危機
管理マニュアルを再点検しつつ、火災
の発生を想定した実践的な訓練を大
学・学生寮において７月に実施した。
　また、駅前交番連絡協議会との連携
や交番と町内アパート経営者との意見
交換を行う等、地域で学生を見守る体
制の構築に努めた。
　その他、機会を捉えてアパート経営
者から情報を収集する等、関係者との
意思疎通を図った。

Ａ

・危機管理マニュアルの
点検を行ったか。
・有事を想定した実践的
な訓練を実施したか。

Ａ 121

ウ　高度情報化社会における大学の
情報資産のセキュリティの確保につい
て、ＩＣＴ技術の進展などを踏まえた見
直しを行い適切な対応を行う。

ウ　大学の情報システムや情報機器
を含むネットワーク環境について引き
続き随時点検・整備するとともに、情
報セキュリティポリシーに基づく講習
会を行う。

ウ　大学の情報システムや情報機器を
含むネットワーク環境について引き続き
随時点検・整備している。情報セキュリ
ティポリシーに関する内容のコンテンツ
を作成し、初任者研修で活用してい
る。
　また、情報の持ち出しなどについて、
適時注意喚起をしている。

Ａ

・ネットワーク環境につい
て随時点検したか。
・情報セキュリティポリ
シーに基づく講習会を
行ったか。 Ａ 122
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第６　その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

２　人権に関する目標を達成するための措置
ア　教職員や学生の人権意識の向上
や各種ハラスメントの防止のため、研
修会を開催するなど意識の啓発に努
める。

ア　自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会や
衛生委員会など関係委員会等が中
心となり、人権意識向上に関する事
項も含めた新任者研修を行うととも
に、全学的にメンタルヘルスの維持・
増進及びハラスメントの発生防止・排
除に向けた研修会を開催する。

ア　自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会が中
心となり、新任者を対象とした研修の
実施においてハラスメントの発生防止・
排除を呼び掛けるとともに、４月にメン
タルヘルス・ハラスメントに関する研修
会を実施した。 Ａ

・人権意識向上に関す
る事項も含めた新任者
研修を行ったか。
・メンタルヘルスの維持・
増進及びハラスメントの
発生防止・排除に向け
た研修会を開催したか。

Ｂ

○難しい問題であるが、事案が
事案であり、発生してしまったと
いうことについては、それなりの
重い評価がなされるべきでは
ないかと思う。もちろん取組み
を一生懸命やっていただいたと
いうことは評価できるが、Ｂ評
価とせざるを得ないのではない
か。

123

イ　ハラスメント行為等に関する相談及
び通報の適正な処理の仕組みを確立
するとともに、万一、各種ハラスメント事
案が発生した場合は、関係当事者の
プライバシーに配慮しながら、迅速か
つ適切な対応を図る。

イ　ハラスメントの発生・深刻化防止
に向け、より早期の相談を可能とす
るために周知の徹底、相談員のスキ
ル向上などにより相談体制を充実さ
せるとともに、万一事案が発生した場
合には、対策委員会が中心となり、
相談室との連携を強めながら、より
迅速かつ適切な対応を図る。
　さらに、ハラスメント防止に向けた新
規程及びガイドラインを施行し、全学
で共有する。

イ　ハラスメントの発生・深刻化防止に
向け、より早期の相談を可能とするた
め、ハラスメント防止規程の改正及び
対策ガイドライン施行、ホームページを
使った全学への周知等、迅速かつ適
切な対応のための体制整備を図った。

Ａ

・ハラスメントの発生・深
刻化防止に向け、相談
体制を充実させたか。
・ハラスメント防止に向け
た新規程及びガイドライ
ンを施行し、全学で共有
したか。

Ａ 124
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第６　その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置

中期計画 平成29年度　年度計画 平成29年度　業務実績

自
己
評
価

評価の視点
評
価 委員会からの意見等

連
番

３　法令遵守に関する目標を達成するための措置
ア　教職員に対し、機会を捉えて研修
会や啓発活動を通じて、法令事項の
遵守に係る取組みを進める。

ア　教職員の法令遵守に対する意
識を高めるため、引き続きコンプライ
アンスを推進するための研修を実施
する。

ア　教職員のコンプライアンスに関する
研修会を開催し、法令遵守に対する
意識の向上を図った。
【補足】実施状況
米短大コンプライアンス研修会は
５月18日に、栄養大学コンプライ
アンス研修会は９月21日に開催し
た。

Ａ

・コンプライアンスを推進
するための研修を実施し
たか。

Ａ 125

イ　法人における適法かつ公正な業務
運営を確保するため、職員等からの組
織的又は個人的な法令違反行為等に
関する相談及び通報に対する適正な
処理の仕組みを定めるとともに、教員
が研究活動を行うに際し遵守すべき事
項及び不正行為への対応等につい
て、規程を整備する。

イ　公益通報者保護規程や研究活
動不正防止規程に基づき、適切・公
正な業務運営を行うとともに、それら
に係る研修を実施する。

イ　研究活動不正防止に関する研修
会を開催し、適切・公正な業務運営を
行うよう全学での意識共有を図った。
【補足】実施状況
連番125のコンプライアンス研修会
の中で、研究活動不正防止の内容
を併せて行った。

Ａ

・公益通報や研究活動
の不正防止に関する規
程に基づき、業務運営
を行うとともに、それらに
係る研修を実施したか。 Ａ 126

ウ　監事による監査のほか、内部監査
を定期的に実施し、それらの結果を運
営改善に反映させる。

ウ　年１回定期の内部監査を実施す
るとともに、必要に応じ随時の内部監
査を行う。

ウ　研究費について監査を実施し、そ
の結果、適正に執行されていることを
確認した。
【補足】実施状況
９月29日に内部監査を実施した。

Ａ

・内部監査を実施した
か。

Ａ 127
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